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○体重管理や食事管理の意識は向上しているが 男性の肥満者の割合は依然増加傾向

～ 国民健康・栄養調査結果からみた現状～

＜肥満者及びやせの者の割合＞
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（％）

男性 女性（％）

＜体重管理を心がけている者の割合＞

○体重管理や食事管理の意識は向上しているが、男性の肥満者の割合は依然増加傾向。
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肥満者の割合
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＜自分にとって適切な食事内容・量を認知している者の割合
＞
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○糖尿病が強く疑われる人は約８９０万人。糖尿病の可能性が否定できない人
は 約１，３２０万人、合わせて約２，２１０万人と推定され、増加している。は 約１，３２０万人、合わせて約２，２１０万人と推定され、増加している。

（万人） ＜糖尿病の状況＞

糖尿病が強く疑わ
れる人

糖尿病の可能性が
否定できない人

糖尿病が強く疑われる人と
糖尿病の可能性が否定でき
ない人との合計ない人との合計

▼「糖尿病が強く疑われる人」、「糖尿病の可能性を否定できない人」の判定▼（糖尿病実態調査(H9,H14）と同様の基準）
①「糖尿病が強く疑われる人」とは、ヘモグロビンA1cの値が6.1%以上、または、質問票で「現在糖尿病の治療を受けている」と答えた人である。
②「糖尿病の可能性を否定できない人」とは、ヘモグロビンA1cの値が5.6%以上、6.1%未満で、①以外の人である。

新たな国民健康づくり運動に向けて

平成２５年度
（２０１３）

平成２３年度
（２０１１）

平成２２年度
（２０１０）

平成２１年度
（２００９）

平成２４年度
（２０１２）

健康日本２１（Ｈ１２年度～２４年度）の推進

○ 健やか生活習慣国民運動（Ｈ２０～Ｈ２４年度）の推進

・食生活 運動 たばこの３分野に重点化 ・啓発手法の開発 ・産業界との連携食生活、運動、たばこの３分野に重点化 啓発手法の開発 産業界との連携

新たな

国民健康

最終評価検討

自治体へ
の周知

国民健康

づくり運動

の推進新運動策定検討



普及啓発の推進

女性の健康づくり対策

普及啓発の推進

平成２３年「女性の健康週間」イベント

～今 なぜ女性の健康づくりの視点が大切なのか～～今、なぜ女性の健康づくりの視点が大切なのか～

日 時： 平成２３年３月２日（水） １４：３０～１６：３０日 時： 平成２３年３月２日（水） １４：３０～１６：３０

場 所： 千代田区立 内幸町ホール

東京都千代田区内幸町1-５-１東京都千代田区内幸町1 ５ １

主 催： 厚生労働省

目 的： 女性の健康づくりの推進について普及啓発を図る目 的 女性 健康 くり 推進 普及啓発を図る

対象者： 一般 学生 行政職員 健康保険組合職員 など

内 容

講 演： 内科医からみる成熟期女性の健康

シンポジウム： 先進的な女性の健康づくりの取り組み、地域の連携に

ついて

健康的な生活習慣づくり重点化事業

（糖尿病予防戦略事業）について（糖尿病予防戦略事業）について

【事業目的】
糖尿病の発症を予防するために 生活習慣を改善し 適切な食生活や適度な運動糖尿病の発症を予防するために、生活習慣を改善し、適切な食生活や適度な運動
習慣など、糖尿病予防に取り組みやすい環境を整備することを目的とする。

【事業内容（予定）】

①壮年期以降の糖尿病予防対策
飲食店が行う栄養成分表示やヘルシーメニューの提供の促進、周囲（家族・職場）の支援を促
進するためのワークショップの開催等、食生活の改善を継続的に進められる環境整備

②20～30歳代をターゲットとした肥満予防対策②20～30歳代をターゲットとした肥満予防対策
健全な食習慣と運動習慣が形成できる取組を民間企業と連携する等、肥満予防の取組が実
施しやすい環境整備

【実 施 主 体】都道府県・保健所を設置する市・特別区

【予算額（案）】 ３７百万円 【補 助 率】 １／２

※申請が多数あった場合は、事業内容を精査し、予算額内で補助する予定



地域における栄養・食事支援の活動拠点

「栄養ケア・ステーション」の整備の推進について「栄養ケア・ステーション」の整備の推進について

◆整備の推進状況国

平成20～22年度 保健指導・食育活動拠点整備事業
平成23年度～ 疾病の重症化予防のための食事指導拠点整備事業

（社）日本栄養士会

体制整備を 着

（社）都道府県栄養士会 栄養ケア・ステーション

○人材育成事業 ○支援 企画事業 公的機関

実に進める

○人材育成事業
実践・フォローアップ研修
人材登録・紹介

○支援・企画事業
情報提供・作成
事業の企画

医療機関
民間機関

公的機関
医療保険
機関

【 平成23年度事業内容（予定） 】疾病の重症化予防を目的とした食事指導の拠点と
なる栄養ケア・ステーション（全都道府県に設置済）の機能強化を図り、地域特性やなる栄養ケア テ シ （ 都道府県 設置済） 機能強化を図り、地域特性
個々の患者の状態に応じた食事指導を行う在宅管理栄養士の活用促進のためのス
キルアップ研修を行う

行 政 栄 養 士 数 の 推 移

6 000

－行政栄養士数は、10年間で約2,000人増加－
(人)
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4,000
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,

3,000
市町村

2,545
2,000

都道府県・
保健所設置市、特別区

0

1,000

0

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H19 H20 H21 H22

資料：厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室調べ ※H18は調査実施なし



市町村行政栄養士の人口規模別
配置割合の変化配置割合の変化

－配置割合は10年間で50.8％から83.1％に増加－
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資料：厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室調べ

管理栄養士・栄養士養成施設数の推移
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管理栄養士国家試験出題基準（ガイドライン）改定検討会（概要）

ガイドライン改定に当たっての基本的な考え方

○ 現行出題基準が公表された平成１４年８月以降の学術の進歩や改正・公表された法・制度などの
変化に対応できる内容とした。

ガイドライン改定に当たっての基本的な考え方

○ 出題のねらいについては、管理栄養士としての第一歩を踏み出す際の基本的知識や技能につい
て的確に評価するため、国家試験で問うべき主要なものとし、そのねらいに沿って内容を精査し、
見直した。

○ 出題数 出題数の配分 出題形式 合格基準については現行通りとする。

改定検討会報告書のポイント

○ 出題数、出題数の配分、出題形式、合格基準については現行通りとする。

社会・環境と健康 ２０問

人体の構造と機能及び疾病の成り立ち ３０問

食べ物と健康 ２５問

表 管理栄養士国家試験出題数の配分

食べ物と健康 ２５問

基礎栄養学 １４問

応用栄養学 １６問

栄養教育論 １５問

臨床栄養学 ３０問

公衆栄養学 ２０問

○ 今後の出題基準の見直しについては 概ね４年に 度改定を行う

公衆栄養学 ２０問

給食経営管理論 ２０問

応用力試験 １０問

計 ２００問

○ 今後の出題基準の見直しについては、概ね４年に一度改定を行う。

○ 今回改定した管理栄養士国家試験出題基準の適用については、平成２３年度国家試験（平成２４
年３月実施予定）からの適用。

「健康日本２１」におけるたばこ対策の取組について

これまでの取組 【今後の取組】

・喫煙率（Ｈ２１年国民健康・栄養調査）

男性：３８．２％

現在の状況

○ターゲットを絞った施策
20 30歳代（特に女性） 妊

健康日本２１ 男性

→他の先進国と比べて高い喫煙率

女性：１０．９％
→喫煙率が横ばい傾向

→20、30歳代（特に女性）、妊
産婦等に対する取組

○学校 家庭教育等によるた（

知識の普及
・ホームページ、シンポジウム等

による普及啓発活動

・全体的に減少傾向にある

（例）高３男子

Ｈ16 ： ２１．７％ → Ｈ20 ： １２．８％
高３女子

○学校・家庭教育等による
情報伝達、啓発の推進
→教育現場での取組強化

た
ば
こ
規
制
枠
組

（た
ば
こ
対
策
関

未成年者喫煙防止
・未成年者喫煙防止対策ＷＧの

開催

・たばこ対策促進事業（補助金）に 高３女子

Ｈ16 ： ９．６％ →  Ｈ20 ： ５．３％
（厚生労働科学研究による調査結果）

・職場や公共施設において、対策に

○公共施設等の禁煙・分煙
化の促進

実施状況の把握 取組

組
条
約
に
沿
っ
た

関
係
省
庁
連
絡
会

・たばこ対策促進事業（補助金）に
よる都道府県等での施策の推進

受動喫煙の防止 職場 設 、 策
取り組んでいる割合は増加。
（Ｈ１７年職場における喫煙対策実施状況
調査／Ｈ１６年地方自治体庁舎等における
禁煙・分煙の実施状況調査）

飲食店や娯楽施設等における取組

→実施状況の把握、取組
状況の報告、公表等

→民間企業等との連携

た
対
策
の
強
化

会
議
）

受動喫煙 防
・健康増進法第２５条
・職場における喫煙対策のため

のガイドライン

・たばこ対策促進事業（補助金）に
よる都道府県等での施策の推進 ・飲食店や娯楽施設等における取組

が依然不十分。

・現在習慣的に喫煙している者のうち、
「たばこをやめたい」「本数を減らした

○地域における禁煙支援環
境の整備
→禁煙支援マニュアルの

普及 活用

よる都道府県等での施策の推進

禁煙支援
・市町村等における禁煙指導等

い」と回答した者の割合は全体で男
女とも６割強。

（Ｈ２０年国民健康・栄養調査）

普及、活用
→禁煙成功者等による禁

煙普及員の養成

・市町村等における禁煙指導等
・地方自治体等の担当者に対す

る講習会の実施



たばこ対策を取り巻く環境

平成１２年３月 健康日本２１策定

平成 年 月 健康増進法施行

知識の普及、未成年者喫煙防止、受動喫煙の防止、禁煙支援

平成１２年３月 健康日本２１策定

第２５条 受動喫煙を防止するための措置を講ずるように努めなければならない。

平成１５年５月 健康増進法施行

(目的） たばこの消費及び受動喫煙が健康、社会、環境及び経済に及ぼす破壊

平成１７年２月 たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約発効

壊
的な影響から現在及び将来の世代を保護する。

たばこ税について、国民の健康の観点から、たばこの消費を抑制するため、将来に向

平成２２年１２月 税制改正大綱

たばこ税について、国民の健康の観点から、たばこの消費を抑制するため、将来に向
かって、税率を引き上げて行く必要があります。この方針にそって、平成２２年度税制改
正では、１本あたり３．５円の税率の引き上げを実施しました。

平成２４年度税制改正以降の税率引き上げにあたっては、たばこの消費や税収、葉た度税 改 税 、 費 税 、
ばこ農家、小売店、製造者等に及ぼす影響等を十分に見極めた上で判断していきます。

受動喫煙防止対策のあり方に関する検討会 報告書（平成２１年３月） （概要）

 基本的な方向性として、多数の者が利用する公共的な空間については、原則として全面禁煙

であるべき。

会情勢 変 暫定 喫 能 を確保す も 得 方策

「受動喫煙防止対策に いて 健康局長通知（平成22年2月25日 健発０２２ 第２号）概要

社会情勢の変化に応じて暫定的に喫煙可能区域を確保することもとり得る方策の一つ。

① 受動喫煙による健康への悪影響は明確であることから 公共の場においては原則として全面禁

「受動喫煙防止対策について」健康局長通知（平成22年2月25日 健発０２２５第２号）概要

① 受動喫煙による健康への悪影響は明確であることから、公共の場においては原則として全面禁

煙を目指す。

② 飲食店などでは、全面禁煙の実施が、営業に甚大な影響を及ぼす恐れがあることにも考慮し、② 食 響

やむをえない場合には分煙での対応を認める。

③ たばこの健康への悪影響や国民にとって有用な情報など、最新の情報を収集・発信する。

④ 職場における受動喫煙防止対策と連動して対策を進める。

※ 平成15年の健康局長通知では、施設内を全面禁煙とする方法と分煙する方法があるとされており、「全面禁煙を目
指す」までは踏み込んでいなかった。



経 緯

たばこ規制枠組条約について

平成１６年６月 日本が正式に条約批准
平成１７年２月 条約発効

※ ２０１０年１１月現在１７２カ国が批准

経 緯

○ 公衆衛生分野で初の国際条約

条約のポイント

条約の概要

○ たばこの消費及び受動喫煙が健康、社会、環境及び経済に及ぼす破壊的な影響から現在及び将来
の世代を保護することを目的とする。

＜全体事項＞
○条約の実施について、定期的な報告を締約国会議に提出する。
○たばこの規制のための仕組み又は中央連絡先を確立又は強化する。

条約の概要

＜個別事項＞
○たばこの需要を減少させるための価格及び課税に関する措置（第６条）
○たばこの煙にさらされることからの保護（第８条）
○たばこ製品の含有物に関する規制（第９条）
○たばこ製品の包装及びラベル（第１１条）
○教育、情報の伝達、訓練及び啓発（第１２条）
○たばこの広告、販売促進及び後援（第１３条）
○未成年者への及び未成年者による販売（第１６条）

国⺠の健康の観点からたばこの消費を抑制することを⽬的とした、たばこ税の税率の引上げ
（たばこ税・たばこ地⽅税）

内容
国民の健康の観点からたばこの消費を抑制するため、将来に向かって税率を引き上げていく。なお、平成24
年度以降の税率引上げにあたっては、たばこの消費や税収に及ぼす影響等を十分に見極めた上で判断する
こととされた。

内容

■男性喫煙者の肺がんによる死亡率は、男性非喫煙者に比べて約４．５倍高い

喫煙の健康への悪影響は明らかであるが、いまだ日本の喫煙率は高い。 たばこの課税政策を行う背景

「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」

■慢性閉塞性肺疾患（COPD）のほとんどの要因が喫煙となっている（８０％～９０％）

■４０歳時点のたばこを吸っている男性の平均余命は、たばこを吸わない男性より、 ３．５年

短い
主要国の喫煙率

○締約国は、価格及び課税に関する措置がたばこの消費を減少させるための

効果的及び 重要な手段と認識し、課税政策を実施すること。（第6条）日本：平

成16年6月批准、平成17年2月発効。

（締約国数：172カ国（平成22年11月現在））

１箱（２０本入り）410円

国名 日本 ドイツ フランス イギリス オーストラリア

喫煙率

男
性38.2% 34.8% 33.3% 22.0% 16.6%

女
性10 9% 27 3% 26 5% 20 0% 15 2%

○健康増進法第7条に基づく、目標期間、目標数値を有する具体的な計画。○

健康日本２１では、健康寿命の延伸等を実現するため、国民が一体となっ た健

健康日本２１（運動期間：2000～2012）

■たばこ規制枠組条約（FCTC）第６条において、たばこの需要を減

少さ るため 価格 び課税 関する措 を実施する が求め

国たばこ税
106.04円（25.9％）

地方たば 税

出典：たばこアトラス第３版（2009）
日本は平成21年国民健康・栄養調査

性10.9% 27.3% 26.5% 20.0% 15.2% 健康日本２１では、健康寿命の延伸等を実現するため、国民が 体となっ た健

康づくり運動を推進し、社会全体の健康づくりに関する意識に向上及 び取組を

促す。

【たばこ対策】未成年者の喫煙をなくす、受動喫煙の防止等の他に「喫煙をやめ
たい人がやめる」という目標項目を設定した。

少させるための価格及び課税に関する措置を実施することが求めら
れている

主要国のたばこ価格（円）※１ドル=80円で換算（参考）

地方たばこ税
122.44円（29.9％）

たばこ特別税
16.40円（4.0％）

消費税
19.52円（4.76％）国名 日本 ドイツ フランス イギリス オーストラリア

○平成18年に成立したがん対策基本法に基づき、平成19年度に策定。【たばこ

対策】健康影響に関する知識の普及、未成年者の喫煙率を0％にするなど、が

ん予防のための重要な柱の1つとして取り組んでいる。

がん対策基本計画

出典；ＪＴホームページ
http://www.jti.co.jp/JTI/tobaccozei/graph_shikumi.html

たばこの税負担合計
２６４.４０円（６４.５％）

価格 410 510 581 858 625 
出典：たばこアトラス第３版（2009)



WHOのアルコール対策WHOのアルコール対策

第 執 事会
05年3月 第58回WHO総会採択決議

「アルコールの有害な摂取によって引き

起こされる公衆衛生上の問題」

○第126回執行理事会

【アルコールの有害な使用を軽減する世界戦略】

・リーダーシップ、啓発とコミットメント

07年5月 第60回WHO総会

加盟各国におけるアルコール対策に関

する進歩状況の報告

08年5月 第61回WHO総会

・保健医療サービスの対応

・地域社会の行動

・飲酒運転に関する方針と対応策08年5月 第61回WHO総会

「アルコールの有害な使用を軽減するた

めの戦略」が承認され、次々回の総会で

世界戦略案が提出されることが決定

飲酒運転に関する方針と対応策

・アルコールの入手可能性

・アルコール飲料のマーケティング

10年1月 第126回執行理事会

「アルコールの有害な使用を軽減するた

めの世界戦略（案）」の承認

・価格設定方針

・飲酒およびアルコール中害による負の影響の低減

・違法または非正規のアルコールが公衆衛生に与
10年5月 第63回WHO総会

「アルコールの有害な使用を軽減するた

めの世界戦略（案）」採択

える影響の低減

・モニタリングとサーベイランス

慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）の予防・早期発見に関する検討会 報告書（平成２２年１２月２２日）（概要）

今後の慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）の予防・早期発見のあり方について(概要)
「慢性閉塞性肺疾患（COPD）の予防 早期発見に関する検討会」報告書より「 に関する現状 「慢性閉塞性肺疾患（COPD）の予防・早期発見に関する検討会」報告書より

・「ＣＯＰＤ」とは、有毒な粒子やガスの吸入（主な原因は喫煙であり、他に粉塵や化学物質などがある）による進行性の疾患であり、運動

時の呼吸困難や慢性の咳・痰等を伴う。

・「ＣＯＰＤ」による死亡者数は日本において 約15000人／年（H20年人口動態統計） 推定患者数は500万人以上（NICEスタディ2001）

「ＣＯＰＤ」に関する現状

「ＣＯＰＤ」による死亡者数は日本において、約15000人／年（H20年人口動態統計）、推定患者数は500万人以上（NICEスタディ2001）

と試算さる。

「ＣＯＰＤ」対策における現状と課題

・医療従事者のなかでも必ずしも理解が十分ではなく、さまざまなツールを用いて、ＣＯＰＤの患者の負担の理解、ＣＯＰＤが予防可能な疾

患であることの理解の浸透を図ることが必要。

・かかりつけ医が疑いのある者を早期に発見し、専門医が確定診断する一連の医療連携システムを作っていくことは重要。

・簡単な問診票を活用し、ある程度疑いのある者を見つけることは、スクリーニングの方法としてきわめて有用。

・「ＣＯＰＤ」の早期発見を特定健診や肺がん健診など既存の健診の場を活用して行うことが効率的と考えられる。

・たばこ対策の推進は、「ＣＯＰＤ」の予防につながるため重要。

・肺年齢は「ＣＯＰＤ」のスクリーニングとして、また肺の健康増進を目的として、喫煙の有無にかかわらず国民に説明しやすい指標として

考え出されたもの。

・地域の現状に応じて診断から治療までの一連の流れを作ることが必要。

・「ＣＯＰＤ」の診断は 本来スパイロメータによる精密検査が必要であり かかりつけ医と専門医との連携が重要

今後必要とされる対策

「ＣＯＰＤ」の診断は、本来スパイロメ タによる精密検査が必要であり、かかりつけ医と専門医との連携が重要。

・「ＣＯＰＤ」の疑いのある者の早期発見には、問診票やハイ・チェッカー（手動式診断用スパイロメータ）の利用が考えられる。

・問診票については、国際的に注目されているIPAG（International Primary Care Airways Group）のＣＯＰＤ問診票があり、日本でも

かなり検証が進んでいるが、この問診票は欧米人を対象としたものであり、日本人における比較検討等を進める必要がある。

・ハイ・チェッカーについては、今のところデータが必ずしも十分でなく、普及の点での課題もあるが、将来的に非常に有用なツールとなる

可能性がある。

・「ＣＯＰＤ」という言葉は、多くの人々に認知されていないが今後、早期発見につなげていくために、広く普及啓発していく必要がある。

・患者をはじめとした一般の方に対しては「肺年齢」という言葉を用いた普及を行っていく必要がある。



慢性閉塞性肺疾患（COPD）の啓発について

有毒な粒子やガス(主にたばこの煙)の吸入による進行性の疾患

○慢性閉塞性肺疾患（COPD）の推計患者数
500万人以上（NICEスタディ２００１）

○公式な患者数約22万人(平成20年患者調査)

○「早期の禁煙」や「発症後の早期治療」
により、発症・重症化の予防が可能

有毒な粒子やガス(主にたばこの煙)の吸入による進行性の疾患
現状

○公式な患者数約22万人(平成20年患者調査)

○医師の間でも、COPDの認知度が低く、
正確な診療が行われていない

課題

正確な診療が行われていない

○WHOは2030年には、世界の死亡原因の第3位
になると予測している。

○重症化すると肺機能が低下し、慢性呼吸不全
になり酸素療法の導入が必要

慢性閉塞性肺疾患（COPD）健康教育の実施

禁煙教育の
受診勧奨

慢性閉塞性肺疾患（COPD）
健康教育の実施

問診票や
ハイチェッカーを

用いた啓発 専門医療機関
への受診勧奨

必要に
応じ

COPD
についての
認知向上

受診勧奨

※ 健康イベントや集団健診（肺がん検診、事業所健診、特定健診）会場などで実施

【糖尿病の疾病管理体制の強化】

【目的】
●医療資源等の実情に応じた

県としての連携体制のあり方等の検討

【糖尿病の疾病管理体制の強化】

関係団体
都道府県

県としての連携体制のあり方等の検討
●糖尿病に関する意識向上

【具体的事業】
○連絡協議会の開催

関係団体
・医師会、糖尿病学会
・糖尿病協会 等

○連絡協議会の開催

【目的】 【目的】

【糖尿病診療連携体制の確立】 【糖尿病療養指導体制の充実】

【目的】
●医療機関・医師同士の信頼関係に基づ

いた連携体制の構築
●住民が安心してかかりつけ診療所で

初期治療を受けられる体制の構築

【目的】
●かかりつけ診療所における

糖尿病療養指導の充実
●糖尿病療養指導士や管理栄養士

等の活用促進初期治療を受けられる体制の構築

【具体的事業】
○連携体制・連携ルール、糖尿病初期

診療のポイント等の説明会

等の活用促進

【具体的事業】
○療養指導説明会・研修会
○かかりつけ診療所における療養指導従事

診
療

療
養
指

診療のポイント等の説明会
（医療機関・医師同士）
○連携体制等についてホームページや

リーフレット等を通じて住民へ周知

○かかりつけ診療所における療養指導従事
者同士の情報交換会

（療養指導士、看護師、管理栄養士等間）

療
連
携

指
導
連
携



全国健康関係主管課長会議全国健康関係主管課長会議

健康局 総務課健康局 総務課

がん対策推進室

がん死亡者数と全死亡者に対する割合
参考１
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がん以外の死亡者数 がんによる死亡者数 全死亡におけるがん患者の割合

（結核） （心疾患） （脳血管疾患）

厚生労働省「H2１年人口動態統計月報年報（概数）の概況」より



都道府県別がん７５歳未満年齢調整死亡率
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項 目 現 状 出 典

がんに関する統計

死 亡 数 総数34万4,105人（全死因に対し30.1％）
[男性 20万6,352人]（全死因に対し33.9%）
[女性 13万7,753人]（全死因に対し25.9%）
→ “日本人の３人に１人ががんで死亡”

人口動態統計
（平成21年）

日本人 人に 人
※ がんは加齢により発症リスク増
→ 粗死亡数は増加傾向（高齢化の影響）

※ 年齢調整死亡率（75歳未満）は、平成７年以降減少傾向
（平成７年：108.4 → 平成21年 84.4）（平成 年 平成 年 ）

※ がんの種類が変化している

罹 患 数 67万6,075人
[男性 39万835人]
多い部位：①胃 ②大腸 ③肺 ④前立腺 ⑤肝臓

地域がん登録全国推計値
（平成17年）

多い部位：①胃、②大腸、③肺、④前立腺、⑤肝臓
[女性 28万5,240人]
多い部位：①乳房、②大腸、③胃、④肺、⑤子宮
※ 男女とも、上位５部位のがんで、全がん患者の６割以上を
占める占める

※ 乳房と子宮頚部の上皮内がんを含む
生 涯 リ ス ク 男性：54％、女性：41％

→ “日本人の２人に１人ががんになる”
国立がんセンターがん対
策情報センターによる推
計値計値
（平成17年）

受 療 ･ 患 者 継続的な医療を受けている者は152万人
・ 調査日に入院中の者は14万1,400人

患者調査
（平成20年）調 日 入院中 者 万 , 人

・ 外来受診した者は15万6400人
（平成 年）

が ん 医 療 費 2兆6,958億円
※ 一般診療医療費全体の10.5％

国民医療費
（平成19年）



がん対策基本法（平成18年法律第98号）
参考２

がん対策を総合的かつ計画的に推進

が

国

厚生労働大臣厚生労働大臣
○ がん予防の推進

○ がん検診の質の向上等

がん予防及び早期発見の推進

が
ん
対
策
推
進がん対策推進基本計画がん対策推進基本計画

がん対策推進基本計画案の作成がん対策推進基本計画案の作成
○ がん検診の質の向上等

○ 専門的な知識及び技能を有する医師、その他の

医療従事者の育成

がん医療の均てん化の促進等

国
進
協
議
会

がん対策推進基本計画がん対策推進基本計画

閣議決定・国会報告閣議決定・国会報告

連携

医療従事者の育成

○ 医療機関の整備等

○ がん患者の療養生活の質の維持向上

○ がん医療に関する情報の収集提供体制の整備

国

地方公共団体

都道府県都道府県

連携 ○ 医療 関する情報 収集提供体制 整備

等

○ がんに関する研究の促進

研究の推進等
民

都道府県都道府県

都道府県がん対策推進計都道府県がん対策推進計
画画

がん医療の提供の状況等を

○ がんに関する研究の促進

○ 研究成果の活用

○ 医薬品及び医療機器の早期承認に

資する治験の促進がん医療の提供の状況等を
踏まえ策定

資する治験の促進

○ 臨床研究に係る環境整備

がん対策推進基本計画 （平成19年6月閣議決定）

（（１）放射線療法・化学療法の推進、
れらを専門的 行う 師等 育成

（３）がん登録の推進
（２） 治療の初期段階からの

緩和ケアの実施

重点的に取り組むべき課題重点的に取り組むべき課題

これらを専門的に行う医師等の育成
（３）がん登録の推進

緩和ケアの実施

全体目標全体目標【【１０年以内１０年以内】】

全てのがん患者及びその家族の
苦痛の軽減並びに療養生活の質の向上

がんによる死亡者の減少
（７５歳未満の年齢調整死亡率の２０％減少）

３．がん医療に関する相談３．がん医療に関する相談１．がん医療１．がん医療 ２．医療機関の整備等２．医療機関の整備等

分野別施策及びその成果や達成度を計るための個別目標分野別施策及びその成果や達成度を計るための個別目標

支援及び情報提供支援及び情報提供①放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成
②緩和ケア ③在宅医療 ④診療ガイドラインの作成 ⑤その他 ☆ すべての２次医療圏に

おいて、概ね１箇所程度拠
点病院を設置
【３年以内】

☆ すべての２次医療圏
において、相談支援セ
ンターを概ね１箇所以

☆ すべての拠点病院において、放射線療法及び外来化学療法を実施
【５年以内】

４ がん登録４ がん登録

☆ ５大がんに関する地域
連携クリティカルパスを整
備【５年以内】

ンタ を概ね１箇所以
上整備
【３年以内】

５ がんの予防５ がんの予防 ６ がんの早期発見６ がんの早期発見 ７ がん研究７ がん研究

【５年以内】

☆ すべてのがん診療に携わる医師が研修等により、緩和ケアについて
の基本的な知識を習得【１０年以内（運用上５年以内）】

４．がん登録４．がん登録

☆ 院内がん登録を実施して
いる医療機関を増加

５．がんの予防５．がんの予防 ６．がんの早期発見６．がんの早期発見 ７．がん研究７．がん研究

☆ がん対策に資する研
究をより一層推進

☆ がん検診の受診率について、
５０％以上とする【５年以内】

☆ 未成年者の喫煙率を
０％とする【３年以内】



がん対策推進基本計画 中間報告書

参考３

がん対策推進基本計画 中間報告書

 平成19年に策定された５か 平成19年に策定された５か
年計画の進捗状況を把握
 全体目標（死亡の減少とＱＯＬ 全体目標（死亡の減少とＱＯＬ

向上

 個別目標（がん医療・医療機関
整備等 談 援情報提供の整備等・相談支援情報提供・

がん登録・予防・早期発見・研
究の７分野）

 計画に示された目標達成に
向けた更なる取組の推進

 次期基本計画を作成する際
に検討すべき今後の課題

がん対策推進基本計画の変更に係るスケジュール

参考４

Amendment Schedule of Basic Plan to Promote Cancer Control Programs

H18年度 H19年度 H20 H21年度 H22年度 H23年度 H24

11～3月 4月 ～５月 6月 ６～３月 ６月

が
ん
対
策
の

が
ん
対
策
基

11 3月 4月 ５月

が
ん
対
策
推

6月

が
ん
対
策
推

が
ん
対
策
推

６ ３月 ６月

が
ん
対
策
推

協議会への報告(４回)
・予算関係

施策進捗状況

中間報告等から、
目標の進捗及び評

が
ん
対
策
推

が
ん
対
策
推

が
ん
対
策
推

が
ん
対
策
推の

推
進
に
関
す
る

基
本
法

施
行

推
進
協
議
会
（
基

推
進
基
本
計
画
策

推
進
協
議
会
（
中

推
進
基
本
計
画
中

・施策進捗状況
・各種統計
・目標の達成状況 等

価等について議論 推
進
基
本
計
画

推
進
基
本
計
画

推
進
基
本
計
画

推
進
基
本
計
画協議会の下に専門委

る
意
見
交
換
会

（
４
月
１
日
）

基
本
法
策
定
関

策
定

閣
議
決

中
間
報
告
関
係

中
間
報
告
策
定

の
変
更
（
案
）

の
変
更
（
案
）

変
更
に
係
る

の
変
更

閣
議

員会を設置

・がん研究分野
・緩和ケア分野
・小児がん分野会

（
計
5
回
）

関
係
）
（
計
5
回

決
定
（
6
月
１
５

係
）
（
計
４
回
）

定
（
６
月
１
５
日

パ
ブ
リ
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ク
コ

る
手
続
き

議
決
定
・
施
行

回
）

５
日
）

） 日
）

コ
メ
ン
ト
募
集



がん対策の推進について
平成２３年度予算（案）平成２３年度予算（案） ３４３億円（２２年度当初予算額３４３億円（２２年度当初予算額 ３１６億円）３１６億円）

参考５

○ 平成１９年４月に施行された「がん対策基本法」及び同年６月に策定された「がん対策推進基本計画」の個別目標
の進捗状況を、質・量の両面から把握・評価しつつ、総合的かつ計画的に対策を推進する。

基本的な考え方基本的な考え方

放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを
専門的に行う医師等の育成専門的に行う医師等の育成

36億円 43億円
がん予防・早期発見の推進と医療水準均てん化促
進

139億円 111億円
専門的に行う医師等の育成専門的に行う医師等の育成

(1)がん医療専門医等がん医療専門スタッフの育成 1.1 7.6

・がん診療連携拠点病院に携わる医療従事者の計画
的育成

0.8 2.0

進

(1)がん予防の推進と普及啓発 17.8 22.1

改 （参考）【平成22年度補正予算】
・子宮頸がん等のワクチン接種の促進 1,085

(2)がん診療連携拠点病院の機能強化 34.3 34.3

(3)国際共同治験及び新薬の早期承認等の推進 0.8 0.9

治療の初期段階からの緩和ケアの実施 4億円 6億円

(1)緩和ケアの質の向上及び医療用麻薬の適正使用の推

(2)がんの早期発見と質の高いがん検診の普及 120.3 84.0

・働く世代への大腸がん検診推進事業 40.8 －特新

（うち子宮頸がん予防ワクチンの接種に関する経費 345.6）

(1)緩和ケアの質の向上及び医療用麻薬の適正使用の推
進

3.6 5.2

・インターネットを活用した専門医の育成

・がん医療に携わる医師への緩和ケア研修

・医療用麻薬適正使用の推進

働 代 検 進事業

・女性特有のがん検診推進事業 72.2 75.7

・がん検診受診率分析委託事業 0.6 －

(3)がん医療水準均てん化の促進 0.8 4.6

新

・医療用麻薬適正使用の推進

(2)在宅緩和ケア対策の推進 0.3 1.0

・在宅訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ・医療機関に勤務する看護師
の相互研修

がんに関する研究の推進 68億円 61億円

・第3次対がん総合戦力研究経費 46.3 58.1

・日本初のがんワクチン療法による革新的がん治療開
発戦略事業

16.0 －
新

特

がん登録の推進とがん医療に関する相談支援及
び情報提供体制の整備

9億円 7億円

・院内がん登録の推進※１

・がん登録実施に関する調査・制度管理、指導※１

独立行政法人国立がん研究センター 87億円 88億円

・(独)国立がん研究センター運営費交付金 87.6 88.0

(うち、元気な日本復活特別枠：14.8憶円 ) ※２特

・がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム
策定事業

0.5 －

・都道府県がん対策推進事業（緩和ケア研修を除
く）

8.2 6.8

「元気な日本復活特別枠」で要望
(※1)当該事業については、独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金において実施
(※2)うち、２億円は日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業と重複計上

特

新

改

都道府県財団法人
が 協

都道府県がん対策推進事業の拡充（がん総合相談事業）

相談

参考６

【地域統括相談支援センター】日本対がん協会

・相談員（ピアサポーター
等）に対する研修プロ

心理面

相談員研修
の実施

がんサロンの
実施

医療だけでなく、心理、生
活、介護など、様々な相談
を１か所で受けられるよう
にして欲しい

相談

患

グラムの策定・配布

ピアサポーター等

生活介護面

様々な分野に関する
相談をワンストップ

の実施 にして欲しい

拠点病院の医師に対する不
満、現在の治療に対する不
安を聞いて欲しい

患
者

地域連携
統括コーディネーターケアマネージャー等 医療面

相談をワンストップ
で提供 他県に転居することになっ

たため、転居先での医療機
関を紹介て欲しい

・
家
族

独立行政法人
国立がん研究センター

医師・看護師等 医療面で
の連携

病院で治療方法がないと
言われた。
納得のいく医療情報（未承認
薬や治験）がほしい。

都道府県がん診療連携拠点病院
【相談支援センター】 ＜51か所＞

族
等

・相談員（看護師等）に対
する研修の実施

がん診療連携拠点病院

がんに関する治療方法等
について知りたい

相談

地域がん診療連携拠点病院

連
携

・患者必携の配布

・患者必携相談窓口
（コールセンター）の設

について知りたい

セカンドオピニオンの提
示が可能な医師を紹介し
てほしい

地域がん診療連携拠点病院
【相談支援センター】＜324か所＞

置
患者必携について聞きたい



がん領域の病理診断における均てん化と病理医の育成・研修促進対策（案）
参考７

学生（ 般） 研修医 退職

がん治療には的確な病理診断が必須であり、基本的には病理診断を基に、あらゆる治療（手術、化学療法、放射線療法等）が行われている。また、現在実施されて
いる様々な先進的がん研究の大きな基盤の一つが病理学であり、今後も重要な役割を担うものである。しかしその一方で、明らかな病理医不足が指摘されており、
日本のがん医療が抱える大きな問題として、今後、対策を講じる必要がある。

病理医
国家

学生（一般） 研修医 退職病理医
国家
試験

◇病理職を知らない
◇授業がつまらない

◇試験問題が
少ない

◇関心の低下
◇初期研修に病理教育がない

◇病理医数が少ない ◇地域偏在 ◇待遇が悪い
◇厳しい職場環境 ◇専門性の高い病理医が少ない
◇一人勤務医による精度管理上の問題

◇行き場がない
◇まだまだ現役

◇ 人勤務医による精度管理上の問題
◇病理専属の業務補助にあたる技師がいない

○各２次医療圏における病理医や病理診断補助員等の現状調査
病理医の啓発・教育

病理医の人員確保・専門研修・診断体制の整備

○病理専門医の包括的支援体制の整備

・・各２次医療圏における病理専門医の複数名配置による質の高い病
理診断体制の拡充

○各 次医療圏における病理医や病理診断補助員等の現状調査
・・病理専門医数及び一般病理医数、病理診断補助員数等

○病理職やその重要性に関する一般への啓発
・・ドラマ（例）法医学等への露出

理診断体制の拡充
○より質の高い病理診断のサポート体制の整備
・・病理診断補助員（臨床検査技師等）の増員や専従化等○魅力ある講義・実習の実施

○退職病理医等の雇用環境の整備
○病理学に関する国試出題数の増加

○がん診療に関わる若手医師を対象として、日常診療に必
要な標準的病理診断の知識や技術を身につけるために、
臨床実地研修等の実施

○専門性の高い病理医の育成・研修

・・一般病理医に対する専門性の高い（サブスペシャリティ）病理医の育
成（ e‐learning等を用いた研修の実施等）

○病理医の院内外における連携体制の整備臨床実地研修等の実施
・・ キャンサーボードへの参加や定期的な合同病理診断カンファレンス
の実施

・・地域医療機関（病院、診療所等）で実施した病理診断に対して、病理
専門外来等を設置し、コンサルテーションを実施

がん診療連携拠点病院における病理医の業務状況等

○がん診療連携拠点病院数：３７７病院
＜日本病理学会認定施設＞

・都道府県がん診療連携拠点病院 ４９／ ５１病院
地域がん診療連携拠点病院 ／ 病院・地域がん診療連携拠点病院 ２２０／３２６病院

○学会認定病理医数（常勤）：７９３名（平均２．１名／１拠点病院）
・最大１２名最大１２名
・最小 ０名（非常勤で代用）

○病理医１名当たりの新規患者数

平均 １，７２４名／年 １日平均 ６．６名

最大 ５，７２９名／年 １日平均２２．０名

最小 ３５９名／年 １日平均 １ ４名最小 ３５９名／年 １日平均 １．４名

※ 新規がん患者については、術前診断（手術がある場合は術中・術後）で病理
診断が必要。

新規患者 外 も 検診者 発患者 ため 病 診断を行う とがある

○１回当たりの病理診断手順

新規患者以外にも、検診者や再発患者のために病理診断を行うことがある。

標本化 観察
検体の摘出

標本化

（スライド化）

観察
（ただし、１検体あたり数枚～

１０数枚の観察が必要）

診断



働く世代への大腸がん検診推進事業
背 景

○大腸がん 年間 罹患数 亡者数 と我が 多 がん 民主党マニフ スト（抜粋）

参考８

○大腸がんは、年間の罹患数１０万人、死亡者数４万人と我が国に多いがん。
○特に、働き盛りの40歳代後半から罹患者数、死亡者数ともに増加。
○大腸がんの治癒率は７割、早期であれば100％近く完治。

無症状の早期に発見することが必要不可欠であり、がん検診が重要。
か ながら 「 倒 「時間がな 「受診場所ま 遠 と た理由など より 受診されな 状況

民主党マニフェスト（抜粋）
５ 年金・医療・介護・障害福祉
●新型インフルエンザ対策としてのワクチン接種体

制の強化、がんの予防・検診体制の強化、肝炎治
療に対する支援などに集中的に取り組みます。

市区町村が一定の年齢に達した方全員に無料クーポン券等を送付し、がん検診の重要性や検診方法を理解していただくなど

しかしながら、「面倒」、「時間がない」、「受診場所まで遠い」といった理由などにより、受診されない状況。

事業概要（案）

市区町村が 定の年齢に達した方全員に無料ク ポン券等を送付し、がん検診の重要性や検診方法を理解していただくなど
により、がん検診を受けやすくし、大腸がんが疑われる者に対しては、精密検査につなげるような体制を構築

市町村
① 無料クーポン券、検診手帳等

の送付精密検査結果の連絡
② 受診希望者に対し 検査キ○検査キット等を希望する個人宅へ配布等（回収）

○検査結果の把握（要精密検査となった者の情報も含む。）

検診対象者検診医療機関

⑥請求（実績報告）
⑤委託契約

③検査
キット提出

果
② 受診希望者に対し、検査キッ

ト、問診票 等の送付

○大腸がん検査キット等による検査及び問診

○検査結果の説明（※精密検査が必要な場合、必ず精密検
査を受診するよう説明することや必要に応じ、医療機関を紹介）

○自宅で自ら大腸がん検診のための採便を実施
○検診対象者；４０歳、４５歳、５０歳、５５歳、６０歳

（男性：約４２１万人、女性：約４１９万人）

検診対象者検診医療機関 キット提出

④

③

④検 結 説

期待される効果

④検査結果の説明

○精密検査の実施

医療機関 大腸がんが疑われる者については、精密検査
を勧め、早期発見・早期治療に努める

○大腸がん検査キット等を希望者に直接送付することにより、検診医療機関に受け取りに行く手間や時間が省かれる。これによ
り、検診を受けようという人が増える。

○がん検診の受診率が向上し、早期発見・早期治療が図られ、働き盛りの方の大腸がんによる死亡リスクが軽減。

期待される効果

女性特有のがん対策の推進について女性特有のがん対策の推進について

• 女性特有のがん（子宮頸がん、乳がん）については、検診受診率が２０％程度と特有 （ 頸 、 ） 、検 ％程
なっており、他のがん検診に比べ受診率が低い。

• 女性特有のがん検診推進事業として、一定の年齢に達した女性(※)に対し、子宮
がん及び乳がん検診の無料クーポンを配布するとともに、検診手帳を交付するこがん及び乳がん検診の無料ク ポンを配布するとともに、検診手帳を交付するこ
とにより検診受診率の向上を図る。

平成２２年度予算 ７６億円

○補助先等：市区町村（検診費（1/２）、事務費（１/２））

平成２３年度予算(案) ７２億円 (対象人数の減)

○補助先等：市区町村（検診費（1/２）、事務費（１/２））

平成２３年度予算(案) ７２億円 (対象人数の減)

子宮頸がん検診 20歳、25歳、30歳、35歳及び40歳

乳がん検診 40歳、45歳、50歳、55歳及び60歳

※対象年齢





がんの早期発見
参考１０

○ がん検診については 健康増進法第１９条の２に基づく健康増進事業として市町村が実施

１ 概要

○ がん検診については、健康増進法第１９条の２に基づく健康増進事業として市町村が実施。
○ 厚生労働省においては、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」（平成２０年３月３１日

厚生労働省健康局長通知）を定め、市町村による科学的根拠に基づくがん検診を推進。

２ 内容

種類 検 査 項 目 対象者 受診間隔

胃がん検診 問診及び胃部エックス線検査 ４０歳以上 年１回

子宮がん検診 問診、視診、子宮頚部の細胞診及び内診 ２０歳以上 ２年に１回

肺がん検診 問診、胸部エックス線検査及び喀痰細胞診 ４０歳以上 年１回

乳がん検診
問診、視診、触診及び乳房エックス線検査

（マンモグラフィ）
４０歳以上 ２年に１回

大腸がん検診 問診及び便潜血検査 ４０歳以上 年１回

※１ 子宮がん検診：有症状者は、まず医療機関の受診を勧奨。ただし、本人が同意する場合には、子宮頚部の細胞診に引き続き
子宮体部の細胞診を実施。

年 象 診 年：平成１５年度まで、対象者は３０歳以上、受診間隔は年１回。
※２ 乳がん検診 ：平成１５年度まで、対象者は５０歳以上、受診間隔は年１回。

がん検診の国際比較がん検診の国際比較
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がん検診の受診率がん検診の受診率(胃がん、大腸がん、肺がん：男女計)
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がん検診の受診率がん検診の受診率(乳がん、子宮がん：女性)
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がん検診の精度管理・事業評価の流れ（全体像）

厚生労働省厚生労働省

国立がんセンターなど
分析・評価を行う専門機関

○指針提示

○結果フィードバック

○検討結果・データ公表
○データ報告

○データ提供

○報告
○
検
討
結

○事業評価

○結果フィードバック

○検討結果・データ公表

○指導

都道府県

生活習慣病検診等管理指導協議会

○結果フィードバック

○検討結果・データ公表

連

結
果
及
び
デ
ー
タ

○事業評価

地域・職域連携推進協議会

保険者協議会

携

○情報共有 ○情報共有

タ
の
公
表

市 町 村

○データ報告○結果フィードバック

○検討結果・データ公表

○指導

○情報共有

医療保険者

○情報共有

職 場 等市 町 村
が ん 検 診

妊婦健康診査

○委託 ○データ報告

○情報共有 ○情報共有

医療保険者

○委託 ○データ報告

が ん 検 診

職 場 等

○委託 ○データ報告

が ん 検 診

検診機関

○受診○「有効な」がん検診をより「多
くの人に 「正しく 提供

国 民

○受診
くの人に」「正しく」提供

（平成20年３月「今後の我が国におけるがん検診事業評価の在り方について」報告書より抜粋）

がん診療連携拠点病院制度
４７都道府県（３７７カ所）H２２年４月１日現在

・都道府県がん診療連携拠点病院： ５１病院
・地域がん診療連携拠点病院 ：３２４病院
・国立がん研究センター中央病院及び東病院

参考１１

厚生労働省

（独）国立がん研究センター
がん対策情報センター

＜拠点病院の役割＞

●専門的ながん医療の提供等
（手術 放射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせ

※ 医師、看護師、薬剤師等
によるチーム医療の提供

協
力

・
支

援
がん対策情報センター （手術、放射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせ

た集学的治療の実施や治療の初期段階からの緩和ケア
の実施等）

●地域のがん診療の連携協力体制の構築

都道府県

援

相談

（研修や診療支援、患者の受入・紹介等）

●がん患者に対する相談支援及び情報提供

都道府県
相談
支援

研修

地域がん診療連携拠点病院

情報
提供

都道府県がん診療連携拠点病院
相談支援センター

地域がん診療連携拠点病院

相談支援センター

地域がん診療連携拠点病院

相談支援センター

【都道府県がん診療連携協議会の設置】

地域がん診療連携拠点病院

診療
支援

【都道府県がん診療連携協議会の設置】
・セカンドオピニオンを行う医療機関の一覧作成・広報
・地域連携クリティカルパスの一覧作成・共有
・各種研修計画の作成 等

患者の
受入・紹介

患者の
受入・紹介

診療

地域の医療機関等（病院、診療所（例：在宅療養支
援診療所）、かかりつけ医など）

相談支援センター

研修

相談
支援 情報

提供

診療
支援
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全国健康関係主管課長会議全国健康関係主管課長会議

健康局 総務課健康局 総務課

地域保健室・保健指導室

平成 ６年・「地域保健対策の推進に関する基本的な指針（以下、基本指針）」を告示
（「地域保健法」の一部施行、平成９年「地域保健法」全面施行）

成 年 「介護保険法 施行 健康危機管 体制 確保など る基本指針 部改

【基本指針の見直しの主な経緯】

平成１２年・「介護保険法」の施行、健康危機管理体制の確保などによる基本指針の一部改正
平成１５年・「健康増進法」の施行、精神障害者対策などによる基本指針の一部改正

【前 基本指針 直 成 年 後 主な状 変 】【前回の基本指針見直し（平成１５年）後の主な状況の変化】

平成１８年・がん対策基本法及び自殺対策基本法の制定
平成２０年・医療制度改革の施行（医療計画（４疾病５事業）の策定、特定健診・保健指導の実施〉
平成２１年 新型インフルエンザの流行

【今後の主な予定スケジュール】

平成２１年・新型インフルエンザの流行
平成２１年・保健師助産師看護師法の一部改正（免許取得後の研修の実施・Ｈ22.4.1施行）

等

【今後の主な予定スケジュ ル】

平成２３年 ２月～（予定） ・地域保健対策検討会による議論を再開
平成２３年 夏頃 ・地域保健対策検討会の取りまとめ

【今後の検討の主な方向性】

○ 現状に即した見直し
○ 時代の方向性に適った見直し

質の高い地域保健対策の一層の推進

○ 時代の方向性に適った見直し



保健師等の研修に関する法律と研修ガイドライン

第３条 市町村(特別区を含む。以下同じ。)は、当該市町村が行う地域保健対策が円滑に実施できるように、必要な

地域保健法

第３条 市町村(特別区を含む。以下同じ。)は、当該市町村が行う地域保健対策が円滑に実施できるように、必要な
施設の整備、人材の確保及び資質の向上等に努めなければならない。
② 都道府県は、当該都道府県が行う地域保健対策が円滑に実施できるように、必要な施設の整備、人材の確保及
び資質の向上、調査及び研究等に努めるとともに、市町村に対し、前項の責務が十分に果たされるように、その求
めに応じ、必要な技術的援助を与えることに努めなければならない。め 応 、必要な技術的援助を与える 努めなければならな 。
③ 国は、地域保健に関する情報の収集、整理及び活用並びに調査及び研究並びに地域保健対策に係る人材の養成
及び資質の向上に努めるとともに、市町村及び都道府県に対し、前二項の責務が十分に果たされるように必要な技
術的及び財政的援助を与えることに努めなければならない。

第２８条の２ 保健師、助産師、看護師及び准看護師は、免許を受けた後も、臨床研修その他の研修を受け、その資
質の向上を図るように努めなければならない。

保健師助産師看護師法

看護師等の人材確保の促進に関する法律

平成21年7月一部改正 平成22年4月施行

成 年 部改 成 年 施行

第４条 国は、看護師等の養成、研修等による資質の向上及び就業の促進並びに病院等に勤務する看護師等の処遇の
改善その他看護師等の確保の促進のために必要な財政上及び金融上の措置その他の措置を講ずるよう努めなければ
ならない。

看護師等の人材確保の促進に関する法律 平成21年7月一部改正 平成22年4月施行

第５条 病院等の開設者等は、病院等に勤務する看護師等が適切な処遇の下で、その専門知識と技能を向上させ、か
つ、これを看護業務に十分に発揮できるよう、病院等に勤務する看護師等の処遇の改善、新たに業務に従事する看
護師等に対する臨床研修その他の研修の実施、看護師等が自ら研修を受ける機会を確保できるようにするために必
要な配慮その他の措置を講ずるよう努めなければならない。

第６条 看護師等は、保健医療の重要な担い手としての自覚の下に、高度化し、かつ、多様化する国民の保健医療
サービスへの需要に対応し、研修を受ける等自ら進んでその能力の開発及び向上を図るとともに、自信と誇りを
持ってこれを看護業務に発揮するよう努めなければならない。

新人看護職員研修ガイドライン～保健師編～

研修における連携の例

人材育成の中核となる保健所 大学
連携

注：人材育成の中核と
なる機関は、保健
所、都道府県・政令 人材育成の中核となる保健所

研修責任者

プログラム企画・運営組織（委員会等）

大学
保健師等養成機関

関係団体

指定都市本庁、大
学、関係団体等と地
域の状況に応じて設
定する。

中央研修（Off‐JT）
教育担当者

実際に
出向き支援

実際に
出向き支援

例：保健所、支社
分院 等

研修実施機関

研修実施機関

教育担当者

研修実施機関

教育担当者

出向き支援

実際に
出向き支援

実地指導者

支援

支援

支援

支援
Off‐JT Off‐JT

出向き支援
実地指導者実地指導者

OJT

支援

OJT
OJT

OJT

支援

OJT

B企業

支援

OJT
OJT

支援

OJT
OJT

D市
E町

OJT

F施設
H市

A村

B企業

OJT

C市

OJT

G企業

※OJT(On the Job Training): 職場内教育 Off‐JT(Off the Job Training): 職場外教育

市



地域保健従事者現任教育推進事業 平成２３年度予算額（案）：８５百万円地域保健従事者現任教育推進事業 平成２３年度予算額（案）：８５百万円

平成２３年度 保健師人材育成関連予算（案）

保健師の人材確保・育成対策を推進するため、地域保健従事者に対する人材育成の中核となる保健所等を中心とした現任教育体制を構築
する。

地域保健従事者現任教育推進事業 平成２３年度予算額（案）：８５百万円地域保健従事者現任教育推進事業 平成２３年度予算額（案）：８５百万円

（１）地域保健従事者の現任教育体制の構築
【補助先：都道府県、指定都市 補助率：１／２】

・人材育成ガイドラインの作成及び評価に係る検討会等開催経費
・卒後臨地研修を企画・調整する会議のための開催経費
教育 中核となる保健所等以外 保健所等 研修体制 把握 評価 助言等を行うため 旅費・教育の中核となる保健所等以外の保健所等の研修体制の把握・評価・助言等を行うための旅費

・国立保健医療科学院が行う研修に参加する際の旅費及び職員代替経費
（２）中核市等における人材育成ガイドラインの作成及び評価事業

【補助先：保健所設置市（指定都市を除く）、特別区 補助率：１／２】
・人材育成ガイドラインの作成及び評価のための検討会等開催経費

（３）保健所保健師等育成支援事業
【補助先：都道府県 補助率：１／２】

・新任保健師が行う家庭訪問等に退職保健師などが育成トレーナーとなって同行し助言等を行うための雇上経費（謝金）等
・教育の中核となる保健所等が実施する研修に保健所保健師が参加する際の旅費及び職員代替経費

（４）市町村新任保健師等育成支援事業（４）市町村新任保健師等育成支援事業
【補助先：保健所設置市、特別区、市町村 補助率：１／２】
・新任保健師が行う家庭訪問等に退職保健師などが育成トレーナーとなって同行し助言等を行うための雇上経費（謝金）等
・都道府県が実施する研修に市町村保健師が参加する際の旅費及び職員代替経費

市町村の管理的立場にある保健師を対象に 人材及び業務の管理に必要な能力を向上させるため 全国をブロック別に区分し研修事業を実施す

保健師管理者能力育成研修事業 平成２３年度予算額（案）：９百万円保健師管理者能力育成研修事業 平成２３年度予算額（案）：９百万円

市町村の管理的立場にある保健師を対象に、人材及び業務の管理に必要な能力を向上させるため、全国をブロック別に区分し研修事業を実施す
る。【本省費】

国立保健医療科学院における保健師の人材育成
専門課程Ⅱ 地域保健福祉分野
○対象：○対象：
（１）国や地方公共団体から派遣された保健・福祉分野に従事している職員

（保健師、助産師、看護師、管理栄養士、福祉職、事務職など）
（２）将来、地域保健福祉分野への就職を志望し、そのために高度の知識を得ようとする方
○実施期間：1年間

保健福 務 指 践 総 推進 能 養○目的：地域保健福祉業務において、指導的立場で実践活動を総合的に推進するために必要な能力を養うことを目的とする

専門課程Ⅲ 地域保健福祉専攻科
○対象：
（１）国や地方公共団体から派遣され保健・福祉分野に従事している職員（社会福祉士、社会福祉主事、管理栄養士、保健師、（ ）国や地方公共団体から派遣され保健 福祉分野に従事して る職員（社会福祉 、社会福祉主事、管理栄養 、保健師、

看護師、助産師など）
（２）地域保健福祉活動の計画や実践、評価などに関する高度の知識を得ようとする方（社会福祉士、管理栄養士、保健師、看

護師、助産師、薬剤師など）
○実施期間：3ヶ月（平成23年4月13日～平成23年7月22日）
○目的：保健福祉に関連する業務において 実践活動の質的向上を図るために必要な知識・技術を習得することを目的とする○目的：保健福祉に関連する業務において、実践活動の質的向上を図るために必要な知識・技術を習得することを目的とする

公衆衛生看護管理者研修（実務管理）
○対象：
（１）保健師の免許を有し、保健師として都道府県、政令指定都市等に勤務し管理的立場（実務リーダー）にある方
（ ）前記に掲げる方と同等以上 学識及び経験を有すると院長が認めた方（２）前記に掲げる方と同等以上の学識及び経験を有すると院長が認めた方
○実施期間：前期 平成23年5月23日～平成23年5月31日 7日間

後期 平成24年1月11日～平成24年1月13日 3日間 計10日間
○目的：公衆衛生看護活動の管理者として、期待される役割や機能を総合的に相談でき、実務業務へ応用することができる知
識と技術の習得を目的とする

公衆衛生看護管理者研修（人材管理）
○対象：次世代の人材育成を施策的に実行していく公衆衛生看護管理者の役割を認識し、そのために必要な知識、技術の習得を
目的とする
○実施期間：平成23年9月13日～平成23年9月16日 随時：遠隔教育（4コマ） 計集合研修4日間＋遠隔教育○実施期間：平成23年9月13日～平成23年9月16日 随時：遠隔教育（4コマ） 計集合研修4日間＋遠隔教育
○目的：次世代の人材育成を施策的に実行していく公衆衛生看護管理者の役割を認識し、そのために必要な知識、技術の習得を
目的とする

国立保健医療科学院ホームページ http://www.niph.go.jp/entrance/h23/index.html



平成２３年度 地域・職域連携推進事業 予算額(案）：５３百万円

地域・職域連携推進事業における自殺・うつ病等対策の強化

都道府県地域・職域連携推進協議会 保健所 うつ・精神

平成２３年度 自殺・うつ病対策平成２２年度までの地域・職域連携推進事業

〈職域〉
労働局

事業者代表
産業保健

推進センター 等

〈地域〉
都道府県等

〈関係機関〉
医師会

看護協会
保険者協議会

等

既存の地域職域・連携推進協議会に以下の支
援実務者の追加

市町村
（担当保健師）

民生委員 労働
過労・失業
経営不振

学識経験者

２次医療圏地域・職域連携推進協議会

〈職域〉

産業医病院・診療所
（精神・診療内科）

産業保健師

事業所労務担当者NPO・ボランティア

警察消防 薬局

経営不振

学校
いじめ

会議の内容

〈地域〉
保健所
市町村

住民代表
地区組織

等

〈職域〉
事業所

労働基準監督署
商工会議所
健保組合

地域産業保健

〈関係機関〉
医師会

医療機関
等

地域産業保健センター

事業所労務担当者

自死遺族の会

NPO・ボランティア

弁護士会
多重債務

いじめ
連携

企業（特に中小民間）の休職者等に対する
支援実務者の連携・強化を図る

○情報、課題の共有
○事例検討会の開催
○自殺未遂者等一人ひとりの状況に応じた検討

等
センター 等

今までの事業内容

多重債務

殺 者等 り 検討
○地域・職域連携により実施する保健事業等について企
画・立案、 実施・運営、評価等を行う

○特定健診・保健指導の結果データ等を基に、管内
の事業の評価・分析 地域の実情に応じた具体的な自殺・うつ病予防対策

○特定健診・保健指導、各種がん検診等の受診率向
上のための情報収集・共有

○共同事業の検討・実施 等

○調査研究事業
○地域産業保健相談・マネージメント事業
○環境整備事業



全国健康関係主管課長会議全国健康関係主管課長会議

健康局 疾病対策課健康局 疾病対策課

臓器移植対策室

１．臓器移植対策



臓器提供臓器提供
↓あっせん機関によるあっせんの対象

脳 後 臓器提供
臓
器
提

脳死後の臓器提供

心臓が停止した死後の臓器提供
提
供

健康な人からの臓器の部分提供（生体移植※）

提供可能な臓器

本人の書面による
意思表示 家族の承諾提供可能な臓器 意思表示 家族の承諾

改正前 改正後

脳死
⼼臓、肝臓、肺、⼩腸、
腎臓 膵臓 眼球 ○ △ 必要脳死 腎臓、膵臓、眼球 ○ △ 必要

心停止
腎臓、眼球 △ △ 必要

膵臓 ○ △ 必要膵臓 ○ △ 必要

○ ： 必須
△ ： 必須条件ではない

臓器移植法の概要①

・ 平成９年７月：「臓器の移植に関する法律」（超党派による議員立法）公布。同年１０月施行。

・ 平成２１年７月：「臓器の移植に関する法律の一部を改正する法律」 （超党派による議員立法
）公布。平成２２年１月一部施行。同年７月全面施行。

Ⅰ 基本理念（生前の臓器提供に関する意思の尊重 任意性の確保 移植の適切なⅠ 基本理念（生前の臓器提供に関する意思の尊重、任意性の確保、移植の適切な

実施、移植機会の公平性）

対象となる臓器Ⅱ 対象となる臓器 心臓、肺、肝臓、腎臓、膵臓、小腸、眼球

Ⅲ 臓器の摘出臓器の摘出

移植術に使用するために臓器を摘出することができる場合を次の①又は②のいずれかの場
合とする。

①本人の書面による臓器提供の意思表示があった場合であって 遺族がこれを①本人の書面による臓器提供の意思表示があった場合であって、遺族がこれを

拒まないとき又は遺族がいないとき

②本人の臓器提供の意思が不明であって、遺族がこれを書面により承諾するとき



臓器移植法の概要②

Ⅳ 臓器の摘出に係る脳死判定の要件

移植に係る脳死判定を行うことができる場合を次の①又は②のいずれかの場合と移植に係る脳死判定を行うことができる場合を次の①又は②のいずれかの場合と

する。

①本人が

Ａ 書面により臓器提供の意思表示をし、かつ

Ｂ 脳死判定の拒否の意思表示をしている場合以外の場合であって、家族が脳死

判定を拒まないとき又は家族がいないとき判定を拒まないとき又は家族がいないとき

②本人について

Ａ 臓器の提供意思が不明であり、かつ

Ｂ 脳死判定の拒否の意思表示をしている場合以外の場合であって、家族が脳死

判定を行うことを書面により承諾するとき

※ なお、脳死が人の死であるのは、改正後においても、改正前と同様、臓器

移植の場合だけであり、一般の医療現場で一律に脳死を人の死とするもの

なではない（提案者及び衆議院法制局見解）。

臓器移植法の概要③

Ⅴ 親族への優先提供の意思表示

臓器を提供する意思の表示に併せて、親族に対し当該臓器を優先的に提供する

意思を書面により表示することができる。

Ⅵ 臓器売買等への禁止、臓器のあっせん業の許可制
《臓器のあっせんの具体的内容》

①臓器の提供者の募集及び登録

②移植を希望する者の募集及び登録②移植を希望する者の募集及び登録

③臓器の提供者、臓器提供施設、移植実施施設等との連絡調整活動 等

Ⅶ 普及・啓発Ⅶ 普及 啓発
国及び地方公共団体は、臓器提供意思の有無を運転免許証及び医療保険の被保険者証

等に記載することができることとする等、移植医療に関する啓発及び知識の普及に必要な施
策を講ずるものとする策を講ずるものとする。

Ⅷ 虐待を受けた児童への対応
移植医療従事者が児童虐待が行われた疑いがあるかどうかを確認し 及びその移植医療従事者が児童虐待が行われた疑いがあるかどうかを確認し、及びその

疑いがある場合に適切に対応するための方策を講ずる。



臓器の移植に関する法律 改正前後の比較表

改正前 改正法 施行日

親族 対する 成 年
１

親族に対する
優先提供

○当面見合わせる(ガイドライン) ○臓器の優先提供の意思表示を認める
平成22年

1月17日

○本人の生前の書面による意思表示

があり 家族が拒否しない又は家族

○本人の生前の書面による意思表示が

あり 家族が拒否しない又は家族がい

脳死判定・
臓器摘出の

要件

があり、家族が拒否しない又は家族

がいないこと

あり、家族が拒否しない又は家族がい

ないこと（法改正前と同じ）

又は

○本人の意思が不明（拒否の意思表示

をしていない場合）であり 家族の２
要件

をしていない場合）であり、家族の

書面による承諾があること

平成22年○15歳以上の者の意思表示を有効 ○家族の書面による承諾により、15歳
7月17日小児の取扱い

表

とする（ガイドライン）
未満の方からの臓器提供が可能となる

３
普及・啓発

（規定なし）
○運転免許証等への意思表示の記載を

能 する等 施策
３

活動等
（規定なし）

可能にする等の施策

４
被虐待児への

対応
（規定なし）

○虐待を受けて死亡した児童から臓器

が提供されることのないよう適切に
対応

提供される な う適切

対応

臓器移植の現状について

（１）臓器のあっせん機関

（社） 本臓器移植ネ ク

眼球以外の臓器について、全国一元的にあっせんを実施。

（社）日本臓器移植ネットワーク

アイバンク（全国５４バンク）

眼球についてあっせんを実施。

アイバンク（全国５４バンク）

（２）臓器移植の実施状況（臓器移植法施行後（平成９年１０月１６日）から平成２３年１月２７日まで）

・ 脳死判定事例・・・１１９例（うち臓器提供事例・・・１１８例）脳死判定事例 １１９例（うち臓器提供事例 １１８例）

改正法施行（平成２２年７月１７日）後・・・ ３２例（うち家族承諾３０例）

・ 移植実施件数（臓器移植法施行後（平成9年10月16日）から平成22年12月31日までの累計）

心臓 肺 肝臓 腎臓 膵臓 小腸 眼球(角膜)

脳死 ９０件 ８８件 ９５件 ２０９件 ８４件 ９件 ８５件

心停止 ０件 ０件 ０件 ２ ０１８件 ２件 ０件 ２０ ５６８件心停止 ０件 ０件 ０件 ２，０１８件 ２件 ０件 ２０，５６８件

計 ９０件 ８８件 ９５件 ２，２２７件 ８６件 ９件 ２０、６５３件



脳死下での臓器提供者数の推移（年別）

（平成9年10月～平成23年1月27日現在）

改正法施行後改正法施行後

法施行以降平成23年1月27日現在 累計118例（脳死判定事例は119例）
改正法施行（平成22年7月17日）後 32例（うち家族承諾30例）

臓器提供者数の推移（年別）
脳死

(提供可能臓器)
心臓、肺、肝臓、

（平成10年～平成22年）

膵臓、腎臓、
小腸、眼球(角膜)

心停止

(提供可能臓器)(提供可能臓器)
膵臓、腎臓、
眼球(角膜)



臓器移植の実施状況（過去３年間の状況）

平成２０年 平成２１年 平成２２年 移植希望者数

心臓
１１件 ７件 ２３件

１６２名心臓 １６２名
（１１件） （７件） （２３件）

肺
１４件 １０件 ２５件

１４６名
（１４件） （１０件） （２５件）（１４件） （１０件） （２５件）

肝臓
１３件 ７件 ３０件

２９２名
（１３件） （７件） （３０件）

２１０件 １８９件 ２０９件
腎臓

２１０件 １８９件 ２０９件
１２，０８９名

（２６件） （１４件） （６２件）

膵臓
１０件 ７件 ２５件

１７４名膵臓 １７４名
（１０件） （７件） （２５件）

小腸
１件 １件 ４件

４名
（１件） （１件） （４件）（ 件） （ 件） （ 件）

眼球（角膜）
１，６４１件 １，５９５件 １，６９４件

２，６００名
（１１件） （１２件） （２４件）

※１ 移植希望者数は、平成２３年１月４日（眼球（角膜）については平成２２年１２月３１日）現在。
※２ （ ）内は、脳死下での移植実施件数。

普及啓発について

【平成２２年】 改正法の周知に重点【平成２２年】 改正法の周知に重点

意思表示欄が設けられた意思表示欄が設けられた
運転免許証や健康保険証の配布が拡大

【平成２３年以降】
意思表示方法等の啓発に注力意思表示方法等の啓発に注力



普及啓発の取り組み

● 政府広報を活用した普及啓発の実施
・ 新聞への広告（全国紙・地方紙計７２紙（3回実施））

インタ ネ トテレビ オンライン情報 バイル携帯広告 インタ ネ トバナ・ インターネットテレビ、オンライン情報、モバイル携帯広告、インターネットバナー、
ラジオ番組 等

● 各種公共機関 コンビニエンスストア等への臓器提供意思表示カ ド 体型リ フ● 各種公共機関、コンビニエンスストア等への臓器提供意思表示カード一体型リーフ
レットの設置

● 運転免許証及び健康保険証の意思表示欄に関する周知● 運転免許証及び健康保険証の意思表示欄に関する周知、
説明用リーフレットの配布

● 全国の中学生を対象としたパンフレットの配布● 全国の中学生を対象としたパンフレットの配布

● 厚生労働省ホームページによる情報提供

● 臓器移植普及推進月間（毎年１０月）の実施、
臓器移植推進国民大会の開催
（平成22年度は熊本県で開催。平成23年度は長野県で開催予定。）（平成 年度 熊本県 開催。平成 年度 長野県 開催予定。）

【政府広報の実績】

新聞記事下広告（H22.12.27）
新聞突出し広告（H22.7、H22.10）

Yahoo!JAPANバナ 広告（H22 10 22～31）Yahoo!JAPANバナー広告（H22.10.22～31）



カード付きリーフレット（表面）
（（社）日本臓器移植ネットワークのＨＰからダウンロード可能）（（社）日本臓器移植ネットワ クのＨＰからダウン ド可能）

カード付きリーフレット（裏面）
（（社）日本臓器移植ネットワークのＨＰからダウンロード可能）（（社）日本臓器移植ネットワ クのＨＰからダウン ド可能）



中学生向けパンフレット（今年度は全学年に配布）

適正な臓器移植の推進に向けた実施体制

厚生労働省 都道府県
(社)日本臓器移植ﾈｯﾄﾜｰｸ
(財)日本アイバンク協会

・ 臓器移植についての知識や意思表示方法に関する普及啓発の実施
・ 「臓器移植普及推進月間」･「臓器移植推進国民大会」の実施（毎年10月）

国国
民
一
般

・ 臓器移植についての知識や意
思表示方法の普及啓発

・ 臓器提供意思登録システムの

都道府県臓器移植コーディネーター
とともに、

・臓器移植についての知識

・ ガイドライン等の策定、発出
・ 政府広報等を活用した普及

啓発 臓器提供意思登録システムの
運用

・ 意思表示カード・シールの配布

臓器移植についての知識
・意思表示方法等

の周知

啓発
・ ホームページへの情報掲載

・医療従事者に対する普及啓発活動

都道府県臓器移植コーディネーター
都道府県臓器移植コーディネーター

支援事業
（社）日本臓器移植ネットワーク

が行う事業に対し国庫補助
医
療 平成23年度予算案 62 266千円医療従事者に対する普及啓発活動

・関係医療機関の臓器提供体制の
拡充

・心停止下での腎臓・眼球の提供も含
め、臓器提供協力（意思確認の実施）に

活動費 ・活動旅費
・臓器移植推進費
・会議開催費

療
機
関

関係学会等を通じた医療関係者
への普及啓発

平成23年度予算案 62,266千円

ついて施設等巡回し依頼
会議開催費



都道府県臓器移植コーディネーターの業務について

地域において臓器移植の普及定着を図るため 以下の業務を行う

① 日常業務

地域において臓器移植の普及定着を図るため、以下の業務を行う

● 地域住民に対する普及啓発活動

● 臓器提供施設の医療従事者等に対する普及啓発活動

● 臓器提供施設との連携体制の確保・整備 他

② 臓器提供発生時業務

日本臓器移植ネットワークコーディネーターと連携し、以下の業務を行う

● 臓器提供に係る意思の確認等● 臓器提供に係る意思の確認等

● 検査及び摘出された臓器の運搬に関する手続き

● ドナー家族に対し、移植患者の余後の報告 他

２．造血幹細胞移植対策２．造血幹細胞移植対策



造血幹細胞移植対策について

骨髄移植対策

さい帯血移植対策さい帯血移植対策

骨髄移植対策

骨髄バンクドナー登録者数

３７万６千人を超える（H22.12末）

骨髄バンクを介した移植件数

１２，４９８件（H22.12末）
（ 年度 件）（H21年度 1,232件）

将来展望に関する検討会議 （骨髄移植推進財団）将来展望に関する検討会議 （骨髄移植推進財団）

ドナー登録者３０万人の目標達成（H20 1 15）ドナ 登録者３０万人の目標達成（H20.1.15）

人 も多く 有効ド 登録者 確保一人でも多くの有効ドナー登録者の確保



●末梢血幹細胞移植の段階的な実施

＜末梢血幹細胞移植とは＞

・ 白血病等に有効な治療法の一つ

・ 血液中の造血幹細胞をＧ－ＣＳＦの注射で増やし 腕の血管から採取・ 血液中の造血幹細胞をＧ－ＣＳＦの注射で増やし、腕の血管から採取

・ 全身麻酔による骨髄穿刺や自己血採血、手術室の確保が不要
（末梢血幹細胞の採取風景）

末梢血幹細胞移植の導入経緯

H22.3 日本造血細胞移植学会の血縁ドナーフォローアップ事業が終了

H22.8 厚生科学審議会造血幹細胞移植委員会において、末梢血幹細胞移植を骨髄バンク

末梢血幹細胞移植の導入経緯

事業の一環として実施するとの意見

H22.10 骨髄バンク事業での段階的な実施を開始

H23.1 ドナー登録要件を変更し、末梢血幹細胞の提供も見据えたドナー登録等を開始ナ 録要件を変更 、末梢 幹細胞 提供も見据 ナ 録等を開始

骨髄バンクドナー登録要件（平成23年1月～） ※下線部が改正部分

ドナー登録者が次の①から③の要件をすべて満たすことが必要

① 骨髄及び末梢血幹細胞の提供の内容について十分理解した上で同意した者

② 年齢が18歳以上54歳以下の健康な者（提供は20歳以上55歳以下の健康な者）② 年齢が18歳以上54歳以下の健康な者（提供は20歳以上55歳以下の健康な者）

③ 体重が、男性は45kg以上、女性は40kg以上

骨髄バンクドナー登録者数の推移



さい帯血移植対策

さい帯血保存個数

３３ ９６３個（H22 12末現在の公開数）

さい帯血バンクを介した移植件数

３３，９６３個（H22.12末現在の公開数）

さ 帯 ンクを介した移植件数

７，０４３件（H22.12末）
（H21年度 907件）

日本さい帯血バンクネットワークで検討中の課題

各バンクの基準・手順の統一化及び品質の向上

各バンクの業務効率化・運営の安定化

議論の結果等を踏まえ、必要な支援を行う

日本さい帯血バンクネットワーク保存公開さい帯血数の推移



引き続き御協力をお願いします

◆ 一人でも多くの患者さんに移植の機会を提供

できるよう普及啓発等の実施

① 骨髄バンク集団登録事業（集団登録会、献血併行型

◆ 骨髄バンク集団登録事業等の積極的な推進

① 骨髄バンク集団登録事業（集団登録会、献血併行型

ドナー登録会及びドナー登録説明会）の推進

② 保健所窓口におけるドナー登録受付機会の拡大② 保健所窓口におけるドナ 登録受付機会の拡大

③ 関係者からなる連絡協議会の設置、情報・意見交換、

連絡調整

きずなちゃん

（さい帯血バンクのシンボルキャラクター）

連絡調整



全国健康関係主管課長会議全国健康関係主管課長会議

健康局 結核感染症課

現状

○ 今冬においては、今回の新型インフルエンザ（A/H1N1）だけでなく、従来の季節性インフルエンザに
ついても流行の可能性があるため、全ての年齢の方がインフルエンザに注意を要する。

インフル ンザの流行入り 平成22年12月13日の週（第50週）

現状

・インフルエンザの流行入り：平成22年12月13日の週（第50週）
・ウイルスの検出報告状況（平成23年1月7日現在）：新型インフルエンザ（A/H1N1）＞季節性インフルエンザ（以

下の図参照） ＊平成22年12月6日の週（第49週）に報告数が逆転

▼ウイルスの検出報告状況（平成23年1月7日現在） ▼インフルエンザ予防啓発ポスター

季節性（A/H3N2）

新型（A/H1N1）

新型＞季節性新型＜季節性 （参考）平成２２年度今冬のインフルエンザ総合対策について

○ 今回の新型インフルエンザ（A/H1N1）については、サーベイランスや必要な調査等を継続して行い、
従来の季節性インフルエンザと異なる大きな流行等の特別な事情が生じない限り 平成22年度末を

今後の対応

（参考）平成２２年度今冬のインフル ンザ総合対策について
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkakukansenshou01/index.html

従来の季節性インフルエンザと異なる大きな流行等の特別な事情が生じない限り、平成22年度末を
目途に、感染症予防法上における「新型インフルエンザ等感染症」と認められなくなった旨の公表をし、
通常の季節性インフルエンザ対策に移行する予定。



１ 実施主体 国

平成22年10月以降の新型インフルエンザワクチン接種事業の概要

１ 実施主体 国

※新型インフルエンザ（A/H1N1）ワクチンの接種に関する事業実施要綱に基づく

２ 対象者 すべての国民 （優先接種対象者は定めない）

３ 接種期間 １０月１日～新臨時接種開始時（別途厚生労働大臣が指示）

※法案が継続審議となったため、平成22年度末までの間に「新臨時接種」に移行する見込みはない。

４ 接種費用 市町村が設定 （新臨時接種に移行するという前提であること、高齢者の二類定

期接種の実施主体であることから、市町村が設定）

５ 接種実施医療機関 国が接種実施医療機関と契約５ 接種実施医療機関 国が接種実施医療機関と契約

※４と同様の理由から、接種実施医療機関の確保は市町村が行う。

６ ワクチン流通 市場流通

７ 低所得者負担軽減措置 国庫補助事業低所得者負 軽減措置 国庫 事業

※平成22年度新型インフルエンザワクチン接種助成臨時補助金

○実施主体 市町村

○補助単価 ・１回目の接種の場合 ３，６００円 （１，８００円）

回目の接種 あ 回目の接種と同 医療機関 接種する場合・２回目の接種であって、１回目の接種と同一医療機関で接種する場合

２，５５０円 （２，５５０円）

・２回目であって、１回目の接種と異なる医療機関で接種する場合

３ ６００円 （３ ６００円）３，６００円 （３，６００円）

・予診の結果、接種を行えなかった場合 １，７９０円 （ ９００円）

※（ ）は、予防接種法に基づく二類定期接種の対象者の額

○負担割合 国１／２、都道府県１／４、市町村１／４

８ 健康被害救済 新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する特別措

置法による（国１０／１０）

９ 副反応報告 医療機関から国に直接報告

新型インフルエンザ（A/H1N1）対策総括会議 報告書概要
 全般的事項
１．【病原性等に応じた柔軟な対応】

平成22年6月10日

 感染力だけでなく致死率等健康へのインパクト等を総合的に勘案して複数の対策の選択肢を予め用意し、
柔軟に決定するシステムを構築

２．【迅速・合理的な意思決定システム】
 意思決定プロセスと責任主体を明確化し、迅速・合理的に意思決定できるシステムを構築

【 方 係 事前準備】３．【地方との関係と事前準備】
 発生前の段階から関係者間で対処方針の検討や訓練を重ねるなどの準備

４．【感染症危機管理に関わる体制の強化】
 感染症対策に関わる危機管理を専門に担う組織や人員体制の大幅な強化、関係機関のあり方や相互の役割

分担 関係の明確化分担、関係の明確化
５.  【法整備】

 感染症対策の全般のあり方について、国際保健規則や地方自治体、関係学会等の意見を踏まえ、必要に応
じて、感染症法や予防接種法の見直しを行う等、各種対策の法的根拠の明確化

◆ サ ベイランス  公衆衛生対策（学校等の臨時休業等）◆ サーベイランス
 国立感染症研究所、保健所、地方衛生研究所も含めた

日常からのサーベイランス体制の強化

 公衆衛生対策（学校等の臨時休業等）

 社会的・経済的影響を勘案した学校等の臨時休業等の運用方法の検

討

 学校等の臨時休業等の効果やあり方の検討

◆ 広報・リスクコミュニケーション

 広報やリスクコミュニケーションを専門に取り扱う組織の設置と、人員
体制の充実

 専任のスポークスパーソンの設置
 情報が迅速かつ直接届くよう 情報提供のあり方の検討

 医療体制
 地域の実情を踏まえた医療提供体制の検討
 発熱相談センターと発熱外来の設置の是非や運用方法について再度

整理
 情報が迅速かつ直接届くよう、情報提供のあり方の検討

 水際対策
 病原性等を踏まえ、専門家の意見を基に機動的に縮小 等を可能に
 水際対策の効果について、更に知見を収集

 ワクチン
 国内のワクチン生産体制の強化
 ワクチン接種ガイドラインの早急な策定（実施主体、費用負担、

集団接種などを検討）集団接種などを検討）
 今回のワクチンの在庫問題の解決に向けて、早急に最大限努力

 新型インフルエンザ行動計画やガイドラインの改定等の検討作業に速やかに着手し、実現すべき
 発生前の段階からの体制強化の実現を強く要望



新型インフルエンザ専門家会議について

１ 検討事項

(1) 「新型インフルエンザ（A/H1N1）対策総括会議報告書（H22.6.10）」の提言を踏まえた行動計画・ガイドラ

インの見直し

(2) 「高病原性鳥由来新型インフル ンザ対策再構築に いて（H22 8 27内閣官房新型インフル ンザ等対

１． 検討事項

(2) 「高病原性鳥由来新型インフルエンザ対策再構築について（H22.8.27内閣官房新型インフルエンザ等対

策室）」に基づく、関係省庁での検討を踏まえた行動計画・ガイドラインの見直し

(3) その他

(1) 専門家会議の下に、以下の４つの作業班を設け、それぞれの担当分野ごとに検討を進め、見直し意見案を

２．検討体制

作成する。

・公衆衛生対策（サーベイランス含む）

・ワクチン

療体制 抗ウ 薬 等を含む・医療体制（抗ウイルス薬、医用品等を含む）

・広報、リスクコミュニケーション

(2) 専門家会議では、作業班での検討結果や、関係省庁での検討状況等を踏まえて、専門家会議としての見

直し意見を取りまとめる直し意見を取りまとめる。

３．新型インフルエンザ専門家会議の検討状況

○第12回 9月15日（水）○第12回： 9月15日（水）

○第13回：11月29日（月）

予防接種制度の抜本的な見直しにおいて、

議論が必要と考えられる主な事項

（１）予防接種法の対象となる疾病・ワクチンのあり方

議
※平成22年２月19日厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会

「予防接種制度の見直しについて（第一次提言）」より抜粋

（１）予防接種法の対象となる疾病・ワクチンのあり方
・ 予防接種法の対象となっていない疾病・ワクチンの評価や位置付け

例：Ｈｉｂ（インフルエンザ菌ｂ型）、肺炎球菌、ＨＰＶ（ヒトパピローマウイルス）、水痘など

（２）予防接種事業の適正な実施の確保（２）予防接種事業の適正な実施の確保
・ 国、ワクチン製造販売・流通業者、医療機関（医師）などの関係者の役割分担
・ 予防接種により生ずる健康被害の救済制度、被害認定の方法、不服申し立て
・ 接種の優先順位付けのあり方 等

（３）予防接種に関する情報提供のあり方
・ 予防接種の意義や健康被害が生じる可能性等の情報提供のあり方

（４）接種費用の負担のあり方（４）接種費用の負担のあり方
・ 予防接種の果たす役割や特徴等を踏まえた、その費用負担のあり方

（５）予防接種に関する評価・検討組織のあり方
・ ワクチンの有効性や安全性に関する調査研究・情報収集・評価の方法を推進する体制ワクチンの有効性や安全性に関する調査研究 情報収集 評価の方法を推進する体制
・ 諸外国の予防接種施策に関する検討組織と同様の組織を設けることの必要性
・ その際の機能（権能）、構成メンバー、制度運営に当たる人員等の体制 等

（６）ワクチンの研究開発の促進と生産基盤の確保のあり方（６）ワクチンの研究開発の促進と生産基盤の確保のあり方
・ ワクチンの研究開発や生産基盤の方策



子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金について

趣旨

○ 予防接種部会における意見書（１０月６日）や、国際動向、疾病の重篤性等にかんがみ、 子宮頸
がん予防（HPV）ワクチン、ヒブ（インフルエンザ菌ｂ型）ワクチン、小児用肺炎球菌ワクチンは、
予防接種法上の定期接種化に向けた検討を行うこととしている。

趣旨

予防接種法上の定期接種化に向けた検討を行うこととしている。
○ これを踏まえ、対象年齢層に、緊急にひととおりの接種を提供して、これらの予防接種を促進す

るための基金を都道府県に設置し、補正予算において必要な経費を措置する。

■基金の助成範囲等
○ 基金の対象疾病・ワクチン ： 子宮頸がん予防（ＨＰＶ）ワクチン

事業概要

ヒブ（インフルエンザ菌ｂ型）ワクチン

小児用肺炎球菌ワクチン

○ 基金の設置 ： 基金は、都道府県に設置し、市町村の事業に対し助成する

○ 負担割合 国１／２ 市町村１／２（都道府県事務費 ／ は都道府県負担）○ 負担割合 ： 国１／２、市町村１／２（都道府県事務費１／２は都道府県負担）

※公費カバー率9割：市町村における柔軟な制度設計は可能

○ 基金の期間 ： 平成22年11月26日（補正予算成立日）～平成23年度末まで

※補正予算成立日から適用※補正予算成立日から適用

○ その他 :  被害救済に万全を期するため、助成対象事業には民間保険への加入、

健康被害副反応報告が行われるための措置を講じることを要件とす

るる

※平成23年度予算概算要求に計上している子宮頸がん予防対策強化事業は

取り下げ

事業スキーム（大まかなイメージ）

国 （子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金）

基金に
交付

交付申請 基金残余金
返納

ワクチン接種緊急促進基金

基金造成（積立）

拠出（取崩）

都道府県

基金より助成

（基金1/2  市町村1/2）

拠出（取崩）

助成申請

市町村

/ /

接種の委託契

ワクチン接種緊急促進事業

医療機関

接種の委託契
約の締結

接種
（対象疾病・ワクチン）
・ 子宮頸がん予防（ＨＰＶ）ワクチン

被接種者
接種 ・ 子宮頸がん予防（ＨＰＶ）ワクチン

・ ヒブ（インフルエンザ菌ｂ型）ワクチン
・ 小児用肺炎球菌ワクチン



子宮頸がん予防（ＨＰＶ）ワクチン

本事業の接種の対象者について

【接種対象者】 中学校１年生（１３歳相当）～高校１年生（１６歳相当）の女子：３回接種
（例外として、小学校６年生（１２歳相当）の女子も対象とすることも可能〔この場合の助成対象範囲は

最大４学年内までとする〕）
標準的な接種パターン
・中学１年生（１３歳相当）の女子に３回接種・中学１年生（１３歳相当）の女子に３回接種

キャッチアップ（標準的な接種パターン以外）
・中学２年生（１４歳相当）～高校１年生（１６歳相当）の女子に３回接種

※子宮頸がんの原因となるＨＰＶが主に性交渉で感染することから初回性交渉前に接種することが推奨されること、ワクチンの予防効果の 持続期間が確
立していないこと等から、専門家の総合的な議論を踏まえ設定

【接種対象者】 ０～４歳の乳幼児
標準的な接種パターン

ヒブ（インフルエンザ菌ｂ型）ワクチン

標準的な接種パターン
・生後２か月以上７か月未満に開始：３回接種（初回）、３回接種からおおむね１年の間隔に１回接種（追加）

キャッチアップ（標準的な接種パターン以外）※以下のようにすることができる
・生後７か月以上１２か月未満に開始：２回接種（初回）、２回接種から概ね１年後に１回接種（追加）
・１歳以上５歳未満に開始：１回接種
※ ブワクチ 添付文書に基づき設定

【接種対象者】 ０～４歳の乳幼児

※ヒブワクチンの添付文書に基づき設定

小児用肺炎球菌ワクチン

【接種対象者】 歳 乳幼児
標準的な接種パターン
・生後２か月以上７か月未満に開始：３回接種（初回）、３回接種から６０日以上の間隔に１回接種（追加）
キャッチアップ（標準的な接種パターン以外）※以下のようにすることができる
・生後７か月以上１２か月未満に開始：２回接種（初回）、２回接種から６０日以上の間隔に１回接種（追加）
・生後１２か月以上２４か月（１歳）未満に開始：２回接種（６０日以上の間隔）生後１２か月以上２４か月（１歳）未満に開始：２回接種（６０日以上の間隔）
・２歳以上５歳未満に開始：１回接種
※侵襲性肺炎球菌感染症は２４か月未満の小児において最大となること、世界保健機構（ＷＨＯ）の勧告等を踏まえ設定

※接種対象者の年齢の範囲で市町村が独自で接種年齢を設定することは可能

麻しん対策推進会議での審議結果

第６回麻しん対策推進会議（平成２２年１１月１日）

○麻しんの排除に係る国際的取組の状況を踏まえ 学校教育の一環として海外へ修学旅行又は研修等○麻しんの排除に係る国際的取組の状況を踏まえ、学校教育の 環として海外へ修学旅行又は研修等
に行く高校２年生について、麻しんの定期接種の対象者とすることについて議論。

（参考）
修学旅行生が麻しん排除国に麻しんを持ち込むことで国際問題に繋がりかねないこと等から、海外に修

学旅行に行く高校２年生に定期接種として柔軟な実施を可能とする方法について検討頂きたいとの要請
が総務省からあったところ。

平成２３年度に限り、高校３年生相当の年齢の者に加え、高校２年生相当の年齢の者のうち学校教育の
一環として海外へ修学旅行又は研修等に行くものについても、麻しんの第４期の定期接種を受けられるこ
ととするとの結論。
なお、第４期の積極的勧奨は、従前通り高校３年生相当の年齢の者に対して行う。

（参考）麻しん・風しんの予防接種

対象者：第１期（生後１２月から２４月に至るまでの間にあるもの）
第２期（５歳以上７歳未満の者であって、小学校就学の始期に達する日の１年前から始期に達する日までの間にある者）
第３期（１３歳となる日の属する年度にある者）
第４期（１８歳となる日の属する年度にある者）

平成２０年度から５年間の時限措置



日本脳炎に関する小委員会第３次中間報告

第５回厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会日本脳炎小委員会（平成２２年１０月６日）

○平成２２年度に実施された３歳での第１期接種の積極的勧奨に加え 平成２３年度以降は ４歳児 の○平成２２年度に実施された３歳での第１期接種の積極的勧奨に加え、平成２３年度以降は、４歳児への
第１期追加接種の積極的勧奨を実施する。

○平成２３年度に９歳、１０歳になる者を、平成２３年度において、第１期接種の積極的勧奨の対象とする。○平成 年度に 歳、 歳になる者を、平成 年度にお て、第 期接種の積極的勧奨の対象とする。
（既に一部の接種を完了している場合には、未接種分）

○現行の予防接種法施行令において接種対象外となっている７歳６ヶ月以上９歳未満の者についても、接
種機会が提供されるよう配慮すべき種機会が提供されるよう配慮すべき。

（参考）日本脳炎の予防接種考 防接種

【平成１７年５月】
重度の副反応(ADEM)を発症した事例があったことをきっかけに、積極的な勧奨の差控え

【平成２１年６月】
新たなワクチン（乾燥細胞培養日本脳炎ワクチン）を予防接種法に使用可能なものとして位置付け
【平成２２年４月】
第１期の標準的な接種期間に該当する者（３歳児に対する初回接種）に対して積極的な勧奨再開
【平成２２年８月】【平成２２年８月】
積極的な接種勧奨差控えによって接種できなかった者が第１期の定期接種を受けられるよう予防接種実施
規則を改正

その他の予防接種対策について

副反応報告・健康状況
調査結果情報

○定期予防接種における副反応の発現数・様態を収集・分析

【予防接種法に基づく定期予防接種】

被接種者若しくはその保護者において 予防接種の効果・安全性・副反応・健康被害救済制度等に関して 十分な理解の下 行われる

接種の判断の際に、考慮するべき情報として活用

被接種者若しくはその保護者において、予防接種の効果・安全性・副反応・健康被害救済制度等に関して、十分な理解の下、行われる
べきもの

健康被害者に対する支援

○予防接種健康被害者保健福祉相談事業の実施（ （財）予防接種リサーチセンター ）

・健康被害者への生活上の相談対応 ・健康被害者家族への介護上の支援対応

○行政の情報伝達面における連携（衛生主管部局と福祉関係主管部局）

希望者における障害者施設利用手続きに係る円滑な対応等

健康被害者及びその家族の負担軽減健康被害者及びその家族の負担軽減



結核対策の推進について

○ 官民一体となった取組により 年間の結核患者発生数等は大幅に減少している

現状と課題

○ 官民 体となった取組により、年間の結核患者発生数等は大幅に減少している。

○ しかし 結核は依然として我が国の主要な感染症であり 世界的に見ても 結核中まん延国との

【年間の結核患者発生数】 【結核の死因順位】
昭和26年：約60万⼈ → 平成2１年：約2万４千⼈ 昭和25年：1位 → 平成2１年：2４位

○ しかし、結核は依然として我が国の主要な感染症であり、世界的に見ても、結核中まん延国との

位置づけ。

【罹患率（人口１０万対）】 平成2１年：日本19.０ （米国4.3、英国13.0、フランス8.6、カナダ4.7、ｽｳｪｰﾃﾞﾝ5.4）

○ 特に近年、新たな課題がみられており、引き続き、予断を許さない状況。

【近年の新たな課題】

・ 結核病床や結核を診療できる医師の減少 ・ 結核に対する認識の低下等による受診の遅れや診断の遅れ

・ 抗結核薬に耐性を有する多剤耐性結核の発生 ・ 住所不定者や外国人など結核ハイリスク層の感染

・ 都市部における若者の感染 ・ 高齢者の結核再発 等

○

○ 感染症法等に基づく健康診断、予防接種、公費負担医療等の総合的な結核対策について、他の感染症と同
様に人権に配慮しつつ 適正な運用を図る

具体的対策

様に人権に配慮しつつ、適正な運用を図る。

○ 「結核対策特別促進事業」を活用し、患者への服薬管理を徹底し確実に治療を行う直接服薬確認療法（ＤＯ
ＴＳ）や健診車等を活用した結核健診による対策など、地域の実情に応じた結核対策を重点的かつ効果的に
推進。

○ 結核に関する特定感染症予防指針の改正を受け、各都道府県において予防計画に反映させる。（結核病床
の確保や地域連携体制の強化等、指針を踏まえた運用を実施）

HTLV-1総合対策の骨子

推進体制

国、地方公共団体、医療機関、患者団体等の密接な連携を図り、HTLV-1対策を強力に推進
●厚生労働省：

・HTLV-1対策推進協議会の設置
患者、専門家等が参画し、協議会での議論を踏まえて、総合対策を推進

省内連携体制 確立と 窓 担当者 明確化・省内連携体制の確立と、窓口担当者の明確化

●都道府県： HTLV-1母子感染対策協議会

●研究班： HTLV-1・ATL・HAMに関連する研究班の総括的な班会議 研究班の連携強化、研究の戦略的推進

１ 感染予防対策
○全国的な妊婦のHTLV‐1抗体検査と、保健指導の実施体制の整備

重点施策

○保健所におけるHTLV‐1抗体検査と、相談指導の実施体制の整備

２ 相談支援（カウンセリング）
○HTLV‐1キャリアやATL・HAM患者に対する相談体制の整備

・相談従事者への研修の実施やマニュアル等の配布
※相談体制の構築や手引きの作成等において 患者団体等の協力も得ながら実施※相談体制の構築や手引きの作成等において、患者団体等の協力も得ながら実施

３ 医療体制の整備
○検査精度の向上や発症リスクの解明に向け、標準的なHTLV‐1ウイルスのPCR検査方法等の研究の推進
○ATL治療に係る医療連携体制等の整備、地域の中核的医療機関を中心としたHAMの診療体制に関する情報提供
○ATL及びHAMの治療法の開発・研究の推進 診療ガイドラインの策定・普及○ATL及びHAMの治療法の開発 研究の推進、診療ガイドラインの策定 普及

４ 普及啓発・情報提供
○厚労省のホームページの充実等、国民への正しい知識の普及
○母子感染予防のため、ポスター、母子健康手帳に挟むリーフレット等を配布
○医療従事者や相談担当者に対して、研修等を通じて正しい知識を普及

５ 研究開発の推進
○実態把握、病態解明、診断・治療等の研究を総合的・戦略的に推進
○HTLV‐1関連疾患研究領域を設け、研究費を大幅に拡充



多剤耐性菌対策について

昨年の帝京大学医学部附属病院における多剤耐性アシネトバクターの院内感染事例等を踏
まえ、多剤耐性菌対策の着実な推進を実施。

昨年10月の厚生科学審議会感染症分科会感染症部会における審議を踏まえ、国民の関心

が高く、諸外国の状況からも増加の懸念される薬剤耐性アシネトバクター感染症について、緊

急に全国的な対策を促す観点から、その動向を幅広く把握するため、感染症法の五類感染症

に位置づけ、定点医療機関で発生動向を把握する対象疾病に指定すべきとされたことから、所

要の省令改正等を実施。

○感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則の一部を改正する省令（平
成23年厚生労働省令第６号）の概要

・「薬剤耐性アシネトバクター感染症」を五類感染症に指定し、基幹定点の医療機関において、発

生動向を把握する対象疾病とする。

届出対象となる医療機関 全国の基幹定点として指定されている医療機関・届出対象となる医療機関： 全国の基幹定点として指定されている医療機関。

・届出基準の概要： 広域β-ラクタム剤、アミノ配糖体、フルオロキノロンの3系統の薬剤に耐性を

示す薬剤耐性アシネトバクター属菌による感染症患者（死亡者を含む）について、月単位で届出

を うを行う。

・施行日： 平成23年2月1日。

第一種感染症指定医療機関の指定の促進について

○指定基準○指定基準
各都道府県 １か所 ２床

＊平成１１年３月１９日健医発第４５７号厚生省保健医療局長通知「感染症指定医療機関の指定
について」参照

○現状
指定済 ３１都道府県

平成１８年７月総務省より第一種感染症指定医療機
関の指定が進んでいないことについて勧告

３６医療機関 ６９床

＊平成２２年４月１日現在

未指定 １６県

未指定の県においては医師会、医療機関関係者等と
の調整により早期の指定

○補助金の活用
・保健衛生施設等施設・設備整備費補助金（感染症指定医療機関）・保健衛生施設等施設・設備整備費補助金（感染症指定医療機関）
・医療施設運営費等補助金（感染症指定医療機関運営事業）

＊国立病院機構等についても都道府県より交付可能国 病院機構等 も都道府県 り交付可能
＊平成１９年３月１２日健発第0312004号厚生労働省健康局長通知「感染症指定医療機関の指

定の推進について」参照



動物由来感染症対対策について①

●狂犬病予防対策
＊長い潜伏期の後に発症するとほぼ１００％死亡＊長い潜伏期の後に発症するとほぼ１００％死亡。
＊世界では年間55000人が狂犬病で死亡
＊日本でも2006年に輸入感染症例 2例日本でも2006年に輸入感染症例 2例

狂犬病予防法に基づく犬の予防注射率

年 登録頭数（前年比）(a) 予防注射頭数（前年比）(b) 接種率（b/a）
19 6,739,716 （102%） 5,097,615（104%） 76 

（ ） （ ）20 6,804,649 （101%） 5,095,903 （100%） 75 

21 6,880,844  (101%) 5,112,401  (100%) 74

国内飼育犬の登録・予防注射の徹底、
万がーの侵入に備えた危機管理体制の確立が必要侵入 備 危機管 体制 確 必要

動物由来感染症対対策について②

●獣医師の届出対象感染症について

1類感染症 エボラ出血熱 ペスト マ ルブルグ病1類感染症：エボラ出血熱 、ペスト、マールブルグ病、
2類感染症：重症急性呼吸器症候群（SARS）、インフルエンザ（H5N1）、

結核結核
3類感染症：細菌性赤痢
4類感染症：ウエストナイル熱、エキノコックス症

獣医師より届出を受けた都道府県においては、感染症法に基づき、獣医師より届出を受けた都道府県においては、感染症法に基づき、

＊積極的疫学調査の実施
＊ねずみ族・昆虫等の駆除等のまん延防止措置ねずみ族 昆虫等の駆除等のまん延防止措置
＊人ヘの感染防止のための所要の措置
が必要



動物由来感染症対対策について③

●その他

（１）蚊が媒介する感染症対策等について（１）蚊が媒介する感染症対策等について

＊チクングニア熱

平成22年10月の厚生科学審議会感染症分科会感染症部会における審平成 年 月 厚 科学審議会感染症分科会感染症部会 おける審

議を踏まえ、そのまん延防止の観点から、感染症法に基づく四類感染
症及び検疫法に基づく検疫感染症として指定し、平成23年2月1日より施

グ 感 が増 向 各自治体行。チクングニア熱は帰国者での感染が増加傾向にあり、各自治体に
おいても発生の探知等について留意が必要。

（２）動物の輸入届出制度に いて（２）動物の輸入届出制度について

輸入動物（哺乳類と鳥類対象。）を由来する人への感染症の感染防止を目的
に 平成17年9月1日から施行 万が一感染症に感染している疑いのある動物に、平成17年9月1日から施行。万が 感染症に感染している疑いのある動物
の輸入が判明した場合は、感染症法に基づき、積極的疫学調査や人ヘの感
染防止のための所要の措置について、各自治体の協力が必要。

病原体等の適正管理について
〔所持等の禁止〕
《一種病原体等》

〔所持等の許可〕
《二種病原体等》

〔所持等の届出〕
《三種病原体等》

国が所持を把握

〔基準の遵守〕
《四種病原体等》《一種病原体等》

○エボラウイルス
○クリミア・コンゴ出血熱
ウイルス
○痘そうウイルス

《二種病原体等》

○SARSコロナウイルス
○炭疽菌
○野兎病菌
○ペスト菌

《三種病原体等》

○Ｑ熱コクシエラ、○狂犬病ウイルス
○多剤耐性結核菌

政令で定めるもの

《四種病原体等》

○インフルエンザウイルス(血清亜
型がH2N2のもので新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
等感染症の病原体を除く）

○インフルエンザウイルス(血清亜○痘そうウイルス
○南米出血熱ウイルス
○マールブルグウイルス
○ラッサウイルス

（以上６）

○ペスト菌
○ボツリヌス菌
○ボツリヌス毒素

（以上６）

○コクシジオイデス真菌、○サル痘ウイ
ルス、○腎症候性出血熱ウイルス、
○西部ウマ脳炎ウイルス、○ダニ媒介脳
炎ウイルス、○オムスク出血熱ウイルス

政令で定めるもの ○インフルエンザウイルス(血清亜
型がH5N1,H7N7のもので新型ｲﾝﾌﾙ
ｴﾝｻﾞ等感染症の病原体を除く)

○新型インフルエンザ等感染症の
病原体

○黄熱ウイルス（以 ） 炎ウイルス、○オムスク出血熱ウイルス
○キャサヌル森林病ウイルス、○東部ウ
マ脳炎ウイルス、○ニパウイルス
○日本紅斑熱リケッチア
○発しんチフスリケッチア
○ハンタウイルス肺症候群ウイルス

○黄熱ウイルス
○クリプトスポリジウム
○結核菌（多剤耐性結核菌を除く）

○コレラ菌
○志賀毒素
○赤痢菌属候群

○Ｂウイルス、○鼻疽菌、○ブルセラ属
菌、○ベネズエラウマ脳炎ウイルス
○ヘンドラウイルス
○リフトバレーウイルス、○類鼻疽菌
○ロッキー山紅斑熱リケッチア○国又は政令で定める ○試験研究等の目的で

赤 菌属
○チフス菌
○腸管出血性大腸菌
○パラチフスＡ菌
○ポリオウイルス

政令で定めるもの○国又は政令で定める
法人のみ所持（施設を
特定）、輸入、譲渡し
及び譲受けが可能

○運搬の届出（公安委）
○発散行為の処罰

○試験研究等の目的で
厚生労働大臣の許可を
受けた場合に、所持、輸
入、譲渡し及び譲受けが
可能
○運搬の届出（公安委）

○病原体等の種類等について厚生労働大
事後

（以上23） ○ウエストナイルウイルス
○オウム病クラミジア
○デングウイルス
○日本脳炎ウイルス

政令で定めるもの

＋＋＋

○発散行為の処罰 ○運搬の届出（公安委） 臣へ事後届出（７日以内）
○運搬の届出（公安委）

○ 病 原 体 等 に 応 じ た 施 設 基 準※ 保 管 使 用 運 搬 滅 菌 等 の 基 準 （厚 生 労 働 省 令） の 遵 守

（以上17）

○ 病 原 体 等 に 応 じ た 施 設 基 準※、 保 管、 使 用、 運 搬、 滅 菌 等 の 基 準 （厚 生 労 働 省 令） の 遵 守
○ 厚 生 労 働 大 臣 等 に よ る 報 告 徴 収、 立 入 検 査
○ 厚 生 労 働 大 臣 に よ る 改 善 命 令
○ 改 善 命 令 違 反 等 に 対 す る 罰 則 ※一部の施設基準については、平成２４年３月３１日まで経過措置



病原体等の適正管理について

病原体等の管理における緊急時の対応のために

【想定される緊急時】
・災害（地震、火災、交通事故等）災害（地震、火災、交通事故等）
・事故（盗取・所在不明等）

→発生時には迅速・的確な対応が必要
（日常からの訓練）

●生物テロの発生や災害等により病原体等が流出したケースを
想定した緊急対応マニュアルを示し、保健所その

他の関係機関が住民の健康を守るために迅速かつ的確な対応
がとれるようその周知を図るとともに、実地訓練の実施を促進す
ること 衆ること。 （第165回衆議院厚生労働委員会附帯決議）

新たな 種病原体等の追加（政令改正）

病原体等の適正管理について

新たな一種病原体等の追加（政令改正）

新たに確認されたエボラ出血熱及び南米出血熱の病原体について、一種病原体等及び
特定一種病原体等に追加特定 種病原体等に追加

・エボラウイルス属ブンディブギョエボラウイルス
・アレナウイルス属チャパレウイルスア ナウイ 属チャ ウイ

施行日：平成２３年１月２４日

円滑なサーベイランスに向けて

【円滑な病原体等の運搬のために】

「病原体サーベイランスにおける協力依頼について」の発出

（平成20年10月10日付け健感発第1010001号厚生労働省健康局結核感染症課長通知）

病原体検出時の適切な対応の周知病原体検出時の適切な対応の周知

病原体サーベイランスの協力依頼

引き続き 関係機関と連携 サ ベイ 推進 協力願 た引き続き、関係機関と連携し、サーベイランスの推進について協力願いたい。



全国健康関係主管課長会議全国健康関係主管課長会議

健康局 疾病対策課

○難治性疾患克服研究事業等 １００億円（１００億円）

平成２３年度難病対策関係予算案の概要

根本的な治療法が確立しておらず、かつ後遺症を残すおそれが少なくない難治性疾患に対して、重点的・効率的に
研究を行うことにより、病状の進行の阻止、機能回復・再生を目指した画期的な診断・治療法の開発を行い、患者の
療養生活の質の向上を図る。 （難治性疾患克服研究事業：80億円）

また、元気な日本復活特別枠の「健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェクトの推進（難病、また、元気な日本復活特別枠の 健康長寿社会実現のためのライフ イノ ションプロジェクトの推進（難病、
がん、肝炎等の疾患の克服（うち難病関連分野））」において、次世代遺伝子解析装置を用いて、難病患者の全遺伝
子を極めて短期間に解析し、早期に原因解明及び新たな治療法・開発を推進する。

（元気な日本復活特別枠：20億円）

○特定疾患治療研究事業 ２８０億円（２７５億円）○特定疾患治療研究事業 ２８０億円（２７５億円）

原因が不明であって、治療法が確立していない特定疾患に関する医療の確立、普及を図るとともに、患者の医療費
の負担軽減を図る。

○難病相談・支援センター事業 １６６百万円（２６５百万円）

難病患者のもつ様々なニーズに対応したきめ細かな相談支援が行えるよう、都道府県毎の活動拠点となる「難病相
談・支援センター」を設置し、地域における難病患者支援対策を一層推進する。談 支援 ンタ 」を設置し、地域 おける難病患者支援対策を 層推進する。

（全国47ヶ所に設置）

○重症難病患者入院施設確保事業 １５４百万円（１７９百万円）

都道府県毎に難病医療連絡協議会、難病医療拠点病院・協力病院を設置し、入院治療が必要となった重症難病患者に対
する適切な入院施設の確保等を行う事業の他、在宅療養中の 重症難病患者のレスパイト入院のための病床を確保するため
の事業を行うことにより、難病医療体制の整備を図る。

○難病患者等居宅生活支援事業 ２０７百万円（２０７百万円）

地域における難病患者等の日常生活を支援することにより、難病患者等の自立と社会参加を促進する。
※（ ）内は平成２２年度予算額



難治性疾患克服研究事業
難治性疾患克服研究事業難治性疾患克服研究事業

＜研究費助成＞

臨床 査 究分 重点研究分野 (※1)
研究奨励分野

＜平成21年度新設＞

臨床調査研究分野
（１３０疾患）

横断的基盤研究分野 (※1)

（疾患横断的に病因 病態解明）

重点研究分野 (※1)
（革新的診断・治療法を開発 ）

希 性 患者数 満 （疾患横断的に病因・病態解明）
４要素を満たす疾患のうち臨床
調査研究分野に含まれないもの
であって、これまで研究が行わ
れていない疾患について、実態

・希少性（患者数５万人未満）
・原因不明
・治療方法未確立
・生活面への長期の支障

指定研究
（難病対策に関する行政的課題

する 究

・骨髄線維症
・側頭動脈炎

特定疾患治療研究事業
＜医療費助成＞

れていない疾患について、実態
把握や診断基準の作成、疾患概
念の確立等を目指す。

の４要素を満たす疾患から選定
し原因究明などを行う 。

に関する研究）

臨床調査研究分野のうち、治
療が極めて困難で、かつ医療

・フィッシャー症候群
・色素性乾皮症

など

（５６疾患 ※2）
※ 平成２１年度は177疾患が対象

平成２２年度は214疾患に対象が拡大

費が高額な疾患について、医
療の確立、普及を図るととも
に、患者の医療費負担の軽
減を図る。

・ライソゾーム病
・特発性間質性肺炎
・表皮水疱症
・筋萎縮性側索硬化症 （ＡＬＳ） など筋萎縮性側索硬化症 （ＡＬＳ） など

※１ 重点研究分野及び横断的基盤研究分野の対象疾患は、臨床調査研究分野の対象疾患と同じ。
※２ 特定疾患治療研究事業には５６疾患の他、血友病患者等治療研究事業を含む。

難 病 に 関 す る 研 究 の 概 要
平成２３年度予算（案） １００億円

難治性疾患克服研究事業
８０億円

元気な日本
復活特別枠

２０億円

難治性疾患克服研究班に登録されている
患者の臨床データを利用し、拠点施設と

連携した研究を推進

・希少性（患者数５万人未満）
原因不明

臨床調査研究分野
健康長寿社会実現のためのライフ・
イノベーションプロジェクト（難病、が
ん、肝炎等の疾患の克服（うち難病
関連分野））

革新的診断・治療法を開発

・原因不明
・治療方法未確立
・生活面への長期の支障

の４要素を満たす疾患から選定し原因究明
などを行う 対象疾患は１３０疾患

重点研究分野
難治性疾患患者
遺伝子解析経費
【一般公募型】

疾患横断的に病因 病態解明

などを行う 。対象疾患は１３０疾患。

研究奨励分野
横断的基盤研究分野

既存の遺伝子解析装置を所有す
る研究者又は共同利用可能な研
究者により解析を推進する。

次世代遺伝子疾患横断的に病因・病態解明
４要素を満たす疾患のうち臨床調査研究
分野に含まれないものであって、これま
で研究が行われていない疾患について、
実態把握や診断基準の作成、疾患概念の 指定研究 難病の解析を総合的に進めるため

次世代遺伝子
解析装置導入経費

【拠点公募型】

実態把握や診断基準の作成、疾患概念の
確立等を目指す。＜平成２１年度創設＞

※ 対象疾患
平成２１年度：１７７疾患

成 年度 疾患

難病対策に関する行政的課題
に関する研究

指定研究 難病 解析を総合的 進 るた
、５疾患群を５拠点施設に分けて
解析を推進する。

平成２２年度：２１４疾患

※外国人研究者の招へいや外国への日本人研究者派遣により、海外との研究協力及び連携を推進する。



難病対策における現状と今後の課題

（１） 難治性疾患克服研究事業

○難病に関する研究については、難治性疾患克服研究事業に８０億円、元気な日本

特別枠「健康長寿社会実現 ため イ イ ベ シ プ ジ クト 推進（難病特別枠「健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェクトの推進（難病、

がん、肝炎等の疾患の克服（うち難病関連分野））」に２０億円の計１００億円を平成

２３年度予算案として計上。２３年度予算案として計上。

○これまでの研究に加え、特別枠を活用して疾患解明等の研究を加速させる。

（２）特定疾患治療研究事業

○平成２３年度予算案においては、５６疾患を対象に、対前年度比５億円増の約２８０

億円を計上。

（３）難病対策の検討について（３）難病対策の検討について

○難病に関する研究のあり方や医療費助成の安定的な財源の確保、その他難病患者

の雇用や福祉等難病対策の全体のあり方について、厚生労働副大臣を座長とする

「新たな難治性疾患対策の在り方検討チーム」を２２年４月に立ち上げ、引き続き検

討を進める。

難治性疾患患者雇用開発助成金

１ 趣旨

いわゆる難病のある人は、その疾病の特性により、就職・職場定着の面で様々

な制限・困難に直面しているが、事業主においては、難病のある人の雇用経験が

少ないことや、難病のある人について職務遂行上障害となる症状等が明確になっ

な となどから 適切な雇用管理を行う とが困難な状況にあるていないことなどから、適切な雇用管理を行うことが困難な状況にある。

このため、難病のある人を新たに雇用し、雇用管理に関する事項を把握・報告

する事業主に対する助成を試行的に行い、難病のある人の雇用を促進し職業生

活上の課題を把握する活上の課題を把握する。

２ 内容

（１） 対象事業主
難病のある人※１を、継続して雇用する労働者

として新たに雇い入れる事業主

※１ 特定疾患（56疾患）か否か、重症度等を問わず、
モデル的に難治性疾患克服研究事業（臨床調査研
究分野）の対象疾患（平成22年4月現在で130疾患）
を対象とする

（２） 支給金額
50万円（中小企業の場合 135万円）※２

（３） 雇用管理に関する事項の把握・報告

を対象とする。
また、筋ジストロフィーを含む。

※２ 特定求職者雇用開発助成金と同様、雇入れ後
６ケ月経過ごとに２回（中小企業の場合は３回）に
分けて支給する。

（３） 雇用管理に関する事項の把握・報告
事業主は、対象労働者に関する勤務状況、配慮した事項その他雇用

管理に関する事項を把握・報告



新規HIV感染者／エイズ患者報告数の年次推移
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（出典）「平成２１年エイズ発生動向年報」
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新規ＨＩＶ感染者・エイズ患者 年代別内訳
（平成21年12月28日～平成22年9月26日）（平成21年12月28日～平成22年9月26日）

HIV エイズHIV

0%
2%

10歳未満
１０歳代

エイズ

0% 0%
１０歳代10歳未満

0%

13% 20歳代

50歳
以上

0%

11%
20歳代

50歳以上

31%
17%

13% 20歳代
40歳代 29%

30歳代

50歳以上

30歳代

33%

27%

40歳代

※ 小数点第 位を 捨五入し るため 合計は100とならな

37%
27%

２０１０年厚生労働省エイズ動向委員会報告

※ 小数点第１位を四捨五入しているため、合計は100とならない



新規ＨＩＶ感染者・エイズ患者 感染経路別内訳
（平成21年12月28日～平成22年9月26日）（平成21年12月28日～平成22年9月26日）

エイズHIV

4% 異性間
その他

不明 4%
その他

エイズHIV

18%

4%
9%

異性間
性的接触

不明 4%

19%
異性間
性的接触

不明

同性間

27%

69%

同性間
性的接触 同性間

性的接触
69%

50%

※ 小数点第 位を 捨五入し るため 合計は100とならな

２０１０年厚生労働省エイズ動向委員会報告

※ 小数点第１位を四捨五入しているため、合計は100とならない

ＨＩＶ・エイズ対策について
◆ 我が国のＨＩＶ･エイズ対策は、感染症予防法に基づき策定された「エイズ予防指針」（平成18年改正）に沿って実施

◆ 「エイズ予防指針 の基本的な考え方（①疾病概念の変化に対応した施策展開 ②国と地方公共団体との役割

《国が中心となる施策：一般的な普及啓発》
・ ＨＩＶ/エイズに係る基本的な情報・正しい知識の提供

◆ 「エイズ予防指針」の基本的な考え方（①疾病概念の変化に対応した施策展開 ②国と地方公共団体との役割

分担の明確化 ③ 施策の重点化）に基づき、以下の施策を実施

普及啓発及び教育
ＨＩＶ/エイズに係る基本的な情報 正しい知識の提供

・ 普及啓発手法の開発、普及啓発手法マニュアル作成
《地方自治体が中心となる施策：個別施策層に対する普及啓発》

・ 青少年、同性愛者への対応

検査相談体制の充
実

《国が中心となる施策：検査相談に関する情報提供》
・ ＨＩＶ検査普及週間（毎年6/1～7）の創設
・ 検査手法の開発、検査相談手法マニュアル作成

《地方自治体が中心となる施策：検査・相談体制の充実強化》実 《地方自治体が中心となる施策：検査 相談体制の充実強化》
・ 利便性の高い検査体制の構築（平日夜間・休日・迅速検査等）
・ 年間検査計画の策定と検査相談の実施

《国が中心となる施策：新たな手法の開発》

医療提供体制
の再構築

・ 外来チーム医療の定着
・ 病診連携のあり方の検討

《地方自治体が中心となる施策：都道府県内における総合的な診療体制の確保》
・ 中核拠点病院の整備を始めとした都道府県内における医療体制の確保中核拠点病院の整備を始めとした都道府県内における医療体制の確保
・ 連絡協議会の設置等による各病院間の連携支援

○ 普及啓発等施策の実施におけるＮＧＯ等との連携強化
○ 関係省庁間連絡会議の定期的な開催による総合的なエイズ対策の推進

施策の実施を支える新たな手法
○ 関係省庁間連絡会議 定期的な開催 る総合的な イ 対策 推進
○ 感染者・患者数の多い都道府県等(１７地方公共団体）への重点的な連携

◆ 「エイズ予防指針」は５年ごとに再検討をすることとなっており、現在、検討作業を行っている。



医療提供体制の再構築

ＡＣＣ（国際医療センターエイズ治療・研究開発センター）

指導協力指導協力

地方ブロ ク拠点病院

全国８ブロック ４７ 都 道 府 県

指導協力指導協力

エイズ治療拠点病院
地方ブロック拠点病院

○ 各ブロック内のエイズ医療の水

目 的 8ブロック14ヶ所

中核拠点病院（H18創設）

○ 中核拠点病院を中心としたＨＩＶ医療体

拠点病院から選定あり方 目 的 379ヶ所

○ 各 ック内の イ 医療の水

準の向上及び地域格差の是正に努
める

主な機能

○ 中核拠点病院を中心としたＨＩＶ医療体
制の再構築

○ 拠点病院に対する中核拠点病院による
集中的支援

○ 都道府県に原則１ヶ所

○ エイズに関する総合的かつ高度
な医療提供

連携○ 各ブロック内の代表的な病院（
各ブロックに１つもしくは複数設置
）

○ 高度なＨＩＶ診療（専門外来 入

○ 都道府県 原則 ヶ所

○ 拠点病院との連携及び自治体間のエイ
ズ対策向上を図るための推進協議会を

主な機能

○ 総合的なエイズ診療の実施

主な機能

○ 高度なＨＩＶ診療（専門外来、入
院カウンセラー、全科対応）の提
供

○ ブロック内の拠点病院等医療
従事者に対する研修

ズ対策向上を図るための推進協議会を
設置

○ 原則として、各都道府県に１つ設置

○ 各都道府県の高度なＨＩＶ診療（専門外
来、入院、カウンセラー、全科対応）を行う

○ 情報の収集、他の医療機関への
情報収集

○ 地域内の医療従事者に対する教
育及び歯科診療との連携

○ 医療機関及び患者感染者から
の診療相談への対応等の情報提
供

○ 拠点病院に対する研修事業の受託

○ 医療情報の提供

ハンセン病問題対策促進会議の実施について

ハンセン病問題対策促進会議とは

○ 平成21年4月に施行された、「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」第4条において
「地方公共団体は、基本理念にのっとり、国と協力しつつ、その地域の実情を踏まえ、ハンセ

ン病の患者であった者等の福祉の増進等を図るための施策を策定し、及び実施する責務を有ン病の患者であ た者等の福祉の増進等を図るための施策を策定し、及び実施する責務を有
する」とされた。

○ これを踏まえ、平成２１年度より「ハンセン病問題対策促進会議」を開催し、国と地方公共
団体との情報の共有及び連携の強化を図ることとした団体との情報の共有及び連携の強化を図ることとした。

平成22年度開催日程

○ 平成２３年２月 ４日（金） １３：００～１８：００
平成２３年２月１０日（木） １３：００～１８：００
平成２３年２月１８日（金） １３：００～１８：００

国立ハンセン病資料館
〒189-0002 東京都東村山市青葉町4-1-13

開催場所

東京都東村 市青葉町

・全国ハンセン病療養所入所者協議会 神会長からの講演
国立感染症研究所ハンセン病研究センタ 長 石井則久先生からの講演

議事次第

・国立感染症研究所ハンセン病研究センター長 石井則久先生からの講演
・国立ハンセン病資料館語り部の講演
・国立ハンセン病資料館見学 など



リウマチ・アレルギー対策についてリウマチ・アレルギー対策について
（平成２２年度）

重点的取組これまでの対策
リウマチ・アレルギー
対策委員会開催

自己管理可能な疾患を目指して

相談体情報提医療の

新しい対策の方向
性を検討

相談体
制の確
保

相談体制

情報提
供体制
の確保

医療の
提供

・「リウマチ対策の方向
性等 の見直し相談体制

啓発・普及

性等」の見直し

・「アレルギー対策の方
向性等」の見直し

研究の推進
研究の推進

効果的か
つ効率的
な研究

研究目標
の明確化

医薬品の

開発促進
等

新しい対策の方向性を
発出の予定
（平成２３年度）

リウマチ・アレルギー特別対策事業

【概要】

○ 地域における講演会等の開催や医療関係者を対象とした研修○ 地域における講演会等の開催や医療関係者を対象とした研修
等を実施することにより、広くリウマチ・アレルギーに関する正しい
知識の普及、リウマチ・アレルギー対策に必要な人材の育成等を
図る図る。

平成22年度より、喘息死に加えて、リウマチ・アレルギー系疾患
についても補助対象とする。

【実施主体】
都道府県都道府県

【実施事業】【実施事業】
① 患者等一般向けの講演会等の開催
② 病院や診療所等の医療関係者を対象とした研修の実施
③ ウ ギ 関わる 療機関情報 収集と提供③ リウマチ・アレルギーに関わる医療機関情報の収集と提供



慢性腎臓病（CKD）とは

慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策について慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策について

慢性腎臓病（CKD）とは

「蛋白尿などの腎障害の存在を示す所見」もしくは「腎機能低下」が3か月以上続く状態
人工透析が必要となるなど、健康への重大な影響
透析患者の急増等により、世界的にCKDの重大性への認識が高まってきている透析患者の急増等により、世界的にCKDの重大性 の認識が高まってきている
発症や重症化の予防が可能

１．普及啓発 ２．医療連携体制 ３．診療水準の向上 ４．研究の推進 ５．人
材育成 を今後の重点的取り組みとする。

● 慢性腎臓病（ＣＫＤ）特別対策事業について
【実施主体 補助率】

「今後の取り組み」

【実施主体 補助率】
都道府県・政令指定都市・中核市 １／２（国１／２）

【主な実施事業】
① 患者等一般向けの講演会等の開催
② 病院や診療所等の医療関係者を対象とした研修の実施 等

● 慢性腎臓病（CKD）シンポジウムの開催について
② 病院や診療所等の医療関係者を対象とした研修の実施 等

＜本年度の予定＞

平成２３年３月１０日（木）平成２３年３月１０日（木）

場所：東京国際フォーラム

慢性疼痛対策について

○ 平成２１年度より 「慢性の痛みに関する検討会」を開催し、

「慢性の痛み」に関して必要とされる対策の具体的な検討を行い、

平成２２年９月に検討会からの提言を発出した。

○ 本提言で指摘された、今後必要とされる対策の４つの柱

①医療体制の構築

②教育、普及・啓発

③情報提供、相談体制

④調査・研究



全国健康関係主管課長会議全国健康関係主管課長会議

健康局 疾病対策課健康局 疾病対策課

肝炎対策推進室

肝炎対策基本法 (平成２１年法律第９７号）

肝炎対策を総合的に策定・実施
・肝炎対策に関し、基本理念を定め、
・国、地⽅公共団体、医療保険者、国⺠及び医師等の責務を明らかにし、
肝炎対策の推進に関する指針の策定について定めるとともに

肝炎対策を総合的に策定 実施

基本的施策

・肝炎対策の推進に関する指針の策定について定めるとともに、
・肝炎対策の基本となる事項を定めることにより、肝炎対策を総合的に推進。

肝炎医療の均てん化の促進予防・早期発見の推進 実施に当たり

・ 医師その他の医療従事者の育成

・ 医療機関の整備

・ 肝炎患者の療養に係る経済的支援

肝炎医療 均 化 促進

・ 肝炎の予防の推進
・ 肝炎検査の質の向上 等

予防 早期発見 推進 実施に当たり

肝炎患者の
人権尊重

研究の推進

肝炎患者の療養に係る経済的支援
・ 肝炎医療を受ける機会の確保
・ 肝炎医療に関する情報の収集提供体制

の整備 等

・
差別解消
に配慮

肝炎対策基本指針策定

肝炎対策推進
協議会

厚
生

肝炎対策基本指針
肝硬変・肝がんへの対応

●治療水準の向上の
設置

協議会 生
労
働
大

策
定

●公表
●少なくとも５年
ごとに検討

●治療水準の向上の
ための環境整備

●患者支援の在り方
について 医療状況

・肝炎患者等を代表する者

・肝炎医療に従事する者

・学識経験のある者

意見

資料提出等

関係行政機関

大
臣

ごとに検討
→必要に応じ変更

について、医療状況
を勘案し、必要に応
じ検討

学識経験のある者

協議

資料提出等、
要請



肝炎対策推進協議会の開催状況等

第１回 平成２２年０６月１７日 ヒアリング等

開催実績

第１回 平成２２年０６月１７日 ヒアリング等
第２回 平成２２年０８月０２日 ヒアリング等
第３回 平成２２年０８月２６日 基本指針案の議論①第 回 平成 年 月 日 基本指針案の議論①
第４回 平成２２年１０月２５日 基本指針案の議論②

第５回（未定）以降 基本指針案の議論 取りまとめ

今後の予定

第５回（未定）以降 基本指針案の議論、取りまとめ

～パブリックコメント～～パブリックコメント～

肝炎対策基本指針 策定肝炎対策基本指針の策定

平成２３年度政府予算案



１．肝炎治療促進のための環境整備１．肝炎治療促進のための環境整備 152152億円（億円（180180億円）億円）

肝炎治療特別促進事業（医療費助成）肝炎治療特別促進事業（医療費助成） 151151億円（億円（180180億円）億円）

Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎に対するインターフェロン治療及び
核酸アナログ製剤治療への医療費助成を行う。

実 施 主 体 都道府県

対 象 者 Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎患者対 象 者 Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎患者

対 象 医 療
・ Ｂ型・Ｃ型肝炎の根治を目的としたインターフェロン治療

・ Ｂ型肝炎の核酸アナログ製剤治療Ｂ型肝炎の核酸アナログ製剤治療

自 己 負 担

限 度 月 額

原則１万円

（ただし 上位所得階層については２万円）限 度 月 額 （ただし、上位所得階層については２万円）

財 源 負 担 国：地方＝１：１

23年度予算(案) １５１億円23年度予算(案) １５１億円

総 事 業 費 ３０２億円

【【特特】】肝炎患者支援手帳の作成・配布肝炎患者支援手帳の作成・配布 ０．５億円０．５億円【【特特】】肝炎患者支援手帳の作成 配布肝炎患者支援手帳の作成 配布 ０．５億円０．５億円

Ｂ型・Ｃ型肝炎患者等に対して、肝炎の病態、治療方法に関する制度
等を 載 「 患者 援 帳 を 成 布 後 適 な治療等を記載した「肝炎患者支援手帳」を作成・配布し、今後の適切な治療
を促進する。

【【特特】】 地域肝炎治療コーディネーターの養成地域肝炎治療コーディネーターの養成 ０ ７億円０ ７億円【【特特】】 地域肝炎治療コ ディネ タ の養成地域肝炎治療コ ディネ タ の養成 ０．７億円０．７億円

市町村の保健師等に対して、Ｂ型・Ｃ型肝炎に関する既存制度の知識
などを習得させ、肝炎患者等が適切な治療を受け
られるようコーディネートができる者を養成する。



インターフェロン治療等をはじめとする肝炎のインターフェロン治療等をはじめとする肝炎の
早期・適切な治療の一層の促進早期・適切な治療の一層の促進

適切な治療を受けてい
ない理由

必 要 な 取 組

早期 適切な治療の 層の促進早期 適切な治療の 層の促進

肝炎患者・感染者であ
ることを知らない

・検査の受検勧奨の強化
・検査事業の委託医療機関の増加
【特】出張型検診の実施
【特】肝炎ウイルス検診の個別勧奨 等【特】肝炎ウイルス検診の個別勧奨 等

肝炎患者・感染者であ
ることを知っている

通院していない ・治療の必要性等に関する正しい知識の普及
・受療勧奨の強化
【特】肝炎患者支援手帳 作成 布【特】肝炎患者支援手帳の作成、配布

【特】地域肝炎治療コーディネーターの養成 等

通院している ・相談センターや地域医療機関等に係る情報提供の強化

肝疾患診療ネ ト ク構築等 肝疾患診療連携拠点

肝炎治療に適した医療
機関へアクセスできて ・肝疾患診療ネットワーク構築等、肝疾患診療連携拠点

病院の活動充実 等

機関へアクセスできて
いない。

医師からＩＦＮ治療等を勧め地域の診療体制が 不安や多忙が主因である場合医師からＩＦＮ治療等を勧め
られているが、IFN治療等を
受けていない

地域の診療体制が
できており、治療に
適した医療機関に通
院中

・相談センターにおける広報強化
・相談員の研修の充実など、相談体制の強化
・事業主等へ従業員の肝炎治療に対する配慮を要請す

不安や多忙が主因である場合

経済的負担が主因である場合 ・事業主等へ従業員の肝炎治療に対する配慮を要請す
る等

・医療費助成制度の更なる
周知徹底 等

経済的負担が主因である場合

２．肝炎ウイルス検査の促進２．肝炎ウイルス検査の促進 5555億円（億円（ 2626億円）億円）

●● 保健所における肝炎ウイルス検査の受診勧奨と検査体制の整備保健所における肝炎ウイルス検査の受診勧奨と検査体制の整備
（特定感染症検査等事業）（特定感染症検査等事業）（特定感染症検査等事業）（特定感染症検査等事業）

・検査未受診者の解消を図るため、医療機関委託など利便性に配慮し
た検査体制を整備。た検査体制を整備。

※ 緊急肝炎ウイルス検査事業の延長

【特】特定感染症検査等事業における出張型検診の実施 １億円１億円【特】特定感染症検査等事業における出張型検診の実施 １億円１億円

都道府県等が、保健所や委託医療機関で実施している肝炎ウイルス検査について、出

張型の検査も実施することで、検査のより一層の促進を図る。

●● 市町村における肝炎ウイルス検診等の実施（健康増進事業）市町村における肝炎ウイルス検診等の実施（健康増進事業）

【特】肝炎ウイルス検診への個別勧奨メニューの追加肝炎ウイルス検診への個別勧奨メニューの追加 ３２．３億円３２．３億円

４０歳以上５歳刻みの者を対象として、無料で検査を受けることが可能な個別４０歳以上５歳刻みの者を対象として、無料で検査を受けることが可能な個別
勧奨メニューを追加し、検査未受検者への受検促進の一層の強化を図る。



３．肝疾患診療体制の整備、医師等に対する研修、３．肝疾患診療体制の整備、医師等に対する研修、
相談体制整備などの患者支援相談体制整備などの患者支援 等等 ７７億円（億円（ ８億円）８億円）相談体制整備などの患者支援相談体制整備などの患者支援 等等 ７７億円（億円（ ８億円）８億円）

●● 診療体制の整備診療体制の整備●● 診療体制の整備診療体制の整備

・都道府県においては、中核医療施設として「肝疾患診療連携拠点病院」を
整備し 患者 キャリア等からの相談等に対応する体制（相談センター）整備し、患者、キャリア等からの相談等に対応する体制（相談センタ ）
を整備。

●● 肝硬変・肝がん患者に対する心身両面のケア、医師に対する肝硬変・肝がん患者に対する心身両面のケア、医師に対する
研修の実施研修の実施研修の実施研修の実施

・肝疾患診療連携拠点病院においては、肝疾患相談センターで肝硬変・肝がん
患者を含めた患者 家族等に対する心身両面のケアを行うとともに 医師等患者を含めた患者、家族等に対する心身両面のケアを行うとともに、医師等
の医療従事者に対する研修等を実施。

・肝炎情報センターにおいては、肝疾患に関する各種の情報提供、拠点病院の
医療従事者に対する研修、その他の支援を実施。

肝疾患診療連携拠点病院

【都道府県に原則１カ所】

① 肝疾患に係る一般的な医療情報の提供① 肝疾患に係る一般的な医療情報の提供

② 都道府県内の医療機関等に関する情報の収集や提供

③ 医療従事者や地域住民を対象とした研修会や講演会の開催や肝疾患③ 医療従事者や地域住民を対象とした研修会や講演会の開催や肝疾患

に関する情報支援

※ 都道府県における肝炎検査後肝疾患診療体制に関するガイドラインより

④ 肝疾患に関する専門医療機関と協議の場の設定

〔〔４６道府県６７施設４６道府県６７施設〕〕
（平成23年2月1日現在）



肝炎情報センターの役割肝炎情報センターの役割

③研修機能

肝疾患診療連携拠点病院等の医療従事者
に対する研修の企画 立案 推進

拠点病院によるネットワーク

医療機関に対する研修の企画・立案・推進

DR NS

医療機関

医療機関

DRDR

DR

NSNS

NS

支
援

医療機関

医療機関

肝炎情報センター
②拠点病院間情報共有支援

肝疾患診療連携拠点病院で構成する

援

①インターネット等による最新情報提供

肝疾患診療連携拠点病院で構成する
協議会組織の事務局機能を担うなど拠
点病院間の情報共有

医療機関

肝疾患医療に関する診療ガイドライン、肝炎診
療をめぐる国内外の情報

一般住民医療機関

医療機関
一般住民

４．国民に対する正しい知識の普及啓発４．国民に対する正しい知識の普及啓発 ２億円（２億円）２億円（２億円）

◎ 教育、職場、地域あらゆる方面への正しい知識の普及啓発◎ 教育、職場、地域あらゆる方面 の正しい知識の普及啓発
肝炎に関する正しい知識を国民各層に知っていただき、肝炎ウイルスの感染

予防に資するとともに、患者・感染者の方々がいわれのない差別を受けること
のないよう、普及啓発に努めている。

肝炎患者等支援対策事業(普及啓発部分)肝炎患者等支援対策事業(普及啓発部分) ０．９億円（１．８億円）

○ 自治体の普及啓発活動に対する補助事業

シンポジウム開催 ポスタ 作成 新聞 中吊り広告 等・ シンポジウム開催、ポスター作成、新聞・中吊り広告 等

【特】肝炎検査受検状況実態把握事業肝炎検査受検状況実態把握事業 １億円１億円【特】肝炎検査受検状況実態把握事業肝炎検査受検状況実態把握事業 １億円１億円

・ 肝炎ウイルス検査のさらなる受検促進を図るため、年齢や性別等の属性や、

検査の受検状況等に関する実態把握を行う検査の受検状況等に関する実態把握を行う。



５．研究の推進５．研究の推進 ２１億円（２１億円（ ２０億円）２０億円）

・肝炎等克服緊急対策研究事業・肝炎等克服緊急対策研究事業 １６億円（１６億円（ ２０億円）２０億円）肝炎等克服緊急対策研究事業肝炎等克服緊急対策研究事業 １６億円（１６億円（ ２０億円）２０億円）

「肝炎研究７カ年戦略」を踏まえ、肝疾患の新たな治療法等の
研究開発を推進する。

【【特特】】健康長寿社会実現のための健康長寿社会実現のための ５億円５億円【【特特】】健康長寿社会実現のための健康長寿社会実現のための ５億円５億円
ライフ・イノベーションプロジェクト（肝炎分）ライフ・イノベーションプロジェクト（肝炎分）

肝炎感染予防ガイドラインの策定等、肝炎総合対策を推進するため
の基盤に資する行政的研究を実施する。

元気な日本復活特別枠で確保した事業費分の再掲
（合計４０億円）

◎ 国民生活の安定・安全の推進など、元気な日本を復活させるための施策に予算
の重点配分を行う仕組みとして「元気な日本復活特別枠」を設定



全国健康関係主管課長会議全国健康関係主管課長会議

健康局 生活衛生課

⽣活衛⽣関係営業に係る規制・振興⽅策の現状と改⾰の⽅向性

○営業者の高齢化・後継者確保難、
大規模チェーン店の進出

生衛業者の課題

○保健所指導体制の弱体化
H 2年4月 850箇所

衛生規制の課題

○税制・融資制度の活用実績の
低下

事業振興策の課題

規模 店

○経済低迷や消費者ニーズ変化 ・
節約志向による厳しい経営環境

○多くの事業での事業者数の減少
○組合組織率の低下

・H  2年4月 850箇所
・H12年4月 594箇所
・H22年4月 494箇所

○営業者との距離感が拡大

低

○日本公庫の位置づけの変更
○融資・経営指導についての日本

公庫と都道府県指導センターの
弱い連携

保健所等
［行政］

都道府県センター
生衛連合会 生衛組合

○組合組織率 低下弱い連携

生活衛生関係営業者

予算・税制・融資

［行政］生衛連合会、生衛組合

事業振興
衛生規制改革 改革改革

生活衛生関係営業者

○補助金の不断の改革

○税制・融資制度の活性化

事業振興策の改革

○保健所の機能強化

衛生規制の改革

○活力ある事業者の育成

生衛業者の改革

○税制・融資制度の活性化
○日本公庫と都道府県指導

センターの連携強化
○都道府県指導センターと保健所

の連携強化

○保健所の機能強化
・専門的かつ技術的拠点とし
ての機能強化(環境衛生監
視員の資質向上等)

○調査研究の推進

○活力ある事業者の育成

○魅力ある組合への誘導

の連携強化
○都道府県指導センターと商工会

との連携強化

○調査研究の推進
○情報の共有・管理



⽣活衛⽣関係営業の規制・振興の枠組み

保健所規制
衛生水準 確保

保健所(494)法 令
衛生水準の確保

法 令

衛生管理要領

予算(助成)

同業組合(575)

税制

同業組合(575)

連合会(16)

税制
業の振興 都道府県

指導センター(47)
振興指針

融資 日本公庫

(152支店)(152支店)

生活衛生関係営業に係る検討会等一覧

平成２３年１月末現在

課　　　　　題 目　　　　　標

生活衛生関係営業の規制・振興方策について総合的に検
討

報告書とりまとめ・公表（７月頃）
○生活衛生関係営業の振興に関する検討会
　　　　　　　　　　　 　　(平成22年9月～）

・生活衛生関係営業に係る税制及び融資制度活
  性化方策検討ＷＧ　　　　(平成23年2月～）

税制及び融資の活用支援方策の在り方や有効的な制度の
在り方などを総合的に検討

融資の新制度の実施要領制定（３月）
報告書とりまとめ（７月頃）

・生活衛生関係営業対策事業費補助金審査・評
  価委員会検討ＷＧ　　　　(平成23年2月～)

審査・評価委員会の在り方や事業評価の方法などを総合
的に検討

報告書とりまとめ（３月）
（交付要綱等へ反映）価委員会検討 (平成 年 月 ) 的に検討 （交付要綱等 反映）

・クリーニング師研修等事業ＷＧ
             　      (平成22年10月～12月)

研修等事業の在り方や研修内容等の検討
研修及び業務従事者講習の受講の促進

報告書とりまとめ（１月）

・管理理容師・管理美容師指定講習事業ＷＧ
講習事業の在り方や研修内容等の検討 報告書とりまとめ（１月）

                 　  (平成22年10月～12月)
講習事業の在り方や研修内容等の検討 報告書とりまとめ（１月）

補助事業の評価指標の設定、事業評価の実施及び補助金
の仕組みの改革に向けた持続的な提言等を行う

２３年度事業の審査（４月頃）
○審査・評価委員会(仮称）
               　 　    (平成23年4月～(予定))

旅館業における規制緩和を検討
衛生管理要領の改正を検討

旅館業の規制緩和のとりまとめ（５月頃）

保健所の機能強化方策等の検討 検討会のとりまとめ（夏頃）

○生活衛生関係営業等衛生問題検討会

○地域保健対策検討会
           　   (平成23年2月～(議論を再開))

振興指針の策定
食肉販売業及び氷雪販売業に係る振興指針目標策
定（２月１日）

建築物の衛生対策に関する事項の審議　　 規則等見直しの必要に応じて審議

○厚生科学審議会生活衛生適正化分科会

○厚生科学審議会生活環境水道部会 議 議

ホテル・旅館に関する税制改正(固定資産税)を検討 税制改正内容とりまとめ（７月頃）
○ホテル・旅館の税制に関する検討会
(観光庁、関係団体と共同開催)   (平成23年1月～）

議



生衛業の現状
△ 営業者の高齢化 後継者確保難。大規模チェーﾝ店の進出

生衛業が本来有

⽣活衛⽣関係営業の振興に関する検討会第１次報告書〈概要〉(Ｈ22.12.24公表)

過去の教訓
△ 現場の求める必要性に即応しない予算配分
△ 事業者への支援の弱体化

生衛業の現状
△ 営業者の高齢化、後継者確保難。大規模チェ ﾝ店の進出
△ 消費者の節約志向、事業者数の減少、組合の組織率低下

・生衛業が本来有
する成長力を発揮
し、国民生活の安
心と希望を確保す
る必要

事業仕分け
△ 説明責任を果たし、効果的な仕組みで実施すべき
△ 単なる看板の掛け替えではない事業内容の見直しを行うべき

国民の納得が得られる改革を実行

る必要
・事業仕分けの指
摘内容に沿って改
革する必要

１．ムダづかいを根絶し、持続可能な力強い生衛業を育てる

 事業の有効性・効率性の観点から総点検 →  ・まちおこし推進事業等の廃止、事業・人件費の効率化

 思い切 たメリハリ付け シンクタンク機能強化 消費者保護 後継者育成の強化

平成２３年度予算(案)での対応

国民の納得が得られる改革を実行

 思い切ったメリハリ付け →  ・シンクタンク機能強化、消費者保護・後継者育成の強化

・経営指導員の適材適所､受益者支援の拡充

 事業仕分けの指摘内容を確実に実施 →  ・評価指標の設定、事業評価の実施、

役割分担の明確化（国と県 商 会との機能分担）・役割分担の明確化（国と県、商工会との機能分担）

２．生衛業の更なる振興と国民生活の向上に向けた取り組み

 規制・振興方策の双方を強化 →  ・ニーズ変化や地域の実情に機動的に対応できる衛生対策を検討

平成２３年１月より速やかに検討開始

規制 振興方策 双方を強化 ズ変化や地域 実情 機動的 対 る衛 対策を検討

・科学的な根拠に基づいた指導方策について検討

・予算・税制・融資を一体的に改革

 規制・振興方策の連携を強化 → ・都道府県の規制部門との問題意識の共有規制 振興方策の連携を強化   都道府県の規制部門との問題意識の共有

・基盤整備の推進（調査研究の推進、情報の共有・管理）

※今後、検討会で更に推進 ①事業評価・税制・融資 → 「生活衛生関係営業の振興に関する検討会WG」
②衛生対策 → 「地域保健対策検討会」

第１次報告書①（都道府県⽣活衛⽣営業指導センター部分）

○消費者保護、後継者育成支援への対応強化
・消費者保護に対する相談支援を効果的に実施する仕組みを強化するなど 充実を図るべき

改革の具体的方策

・消費者保護に対する相談支援を効果的に実施する仕組みを強化するなど、充実を図るべき
・後継者育成支援事業での取り組みを更に促進すべき
・地域の商工会など各種支援機関との連携策についても検討すべき

○総合調整機能の強化
・高度かつ専門的な知恵、ノウハウ、ネットワークにより個々の事業者の強みを活かすことのできる
総合調整機能(ハブ機能)の役割を都道府県センターが果たしていくことが重要総合調整機能(ハブ機能)の役割を都道府県センタ が果たしていくことが重要

・ＩＴを有効に利活用した経営を実践できるよう、必要な支援を積極的に行うことが望まれる

具体的な補助金の改革

○都道府県センターの経営指導員の適材適所な配置が徹底されるよう、都道府県に要請
・経営戦略や資金調達(融資)等の経営課題について、マーケティング、法務・財務・税務等の専

具体的な補助金の改革

門的見地からきめ細かくサポートできる知識・経験を有する者を配置すべき
・都道府県ＯＢの斡旋ではなく、公募方式を導入し、業務についての専門知識、業務経験を
公平・公正に評価した採用を実施すべき



第１次報告書②（都道府県⽣活衛⽣営業指導センター部分）

○事業の効率化
後継者育成支援事業に いては現場に近い都道府県センタ が地域の実情に応じて柔軟に

具体的な補助金の改革

・後継者育成支援事業については現場に近い都道府県センターが地域の実情に応じて柔軟に
実施できるよう、都道府県センター事業に転換すべきである。その際は、地方公共団体に応分
の負担を求めるべきである
相談指導事業は 弁護士 税理士等の専門相談指導を除き経費を削減し 国の補助対象・相談指導事業は、弁護士・税理士等の専門相談指導を除き経費を削減し、国の補助対象
は事業評価に結びつく相談指導に重点化すべきである

・その他の事業については、評価基準に沿った評価を実施し、効果が見える事業に重点化すべ
きであるきである

・役割を終えた活性化事業（まちおこし推進事業等）は廃止し、都道府県センターが地域の実
情に応じて実施する事業については、事業評価の仕組みを取り入れて実施すべきである。

・人件費の効率化を図るべきである人件費の効率化を図るべきである

○評価指標の設定、事業評価の実施
・補助金の事業の実施に当たっては、達成する成果（アウトカム）を具体的に分かりやすく明示補助金の事業の実施に当たっては、達成する成果（アウトカム）を具体的に分かりやすく明示
し、その達成度をできるだけ客観的に検証することの出来るよう「評価指標」を定め、事業(政
策効果)を定期的に評価し、その検証結果を政策立案・運営に適切にフィードバックを実施す
ることを通じて、事業の改善に向けた持続的な取り組みが行われる仕組みを整備し、国民生通 、事業 改善 持続 取 組 行 仕組 備 、国民
活の質の向上、社会経済の発展に寄与していくことが重要である

【主な見直し内容】22年度予算 23年度予算（案）

平成２３年度⽣活衛⽣関係営業予算（案）の概要

100,549千円
205 347千円
全国センター

全国センター

【主な見直し内容】
○連合会等への助成事業を本省実施へ

(中央指導員・研究員8名) を2名削減
○指導・研修事業を質の向上を目指す

内容へ重点化 等

22年度予算 23年度予算（案）

対前年度104 798千円減205,347千円

【主な見直し内容】
○人件費について事業評価による実

績反映を導入

内容へ重点化 等対前年度104,798千円減

492,062千円

都道府県
都道府県

○経営指導員の適材適所の配置(公
募の導入等)

○その他事業は評価基準に沿った評
価を実施、効果が見える事業に重点435,903千円
化

○後継者育成支援事業の補助率変更
(10/10→1/2)

対前年度56,159千円減

【主な見直し内容】

203,999千円

連合会、組合
188,000千円
連合会、組合

対前年度15,999千円減

【主な見直し内容】
○現場に近い連合会、組合等への支援

の強化
○採択を定額方式から募集方式へ
○生衛事業者への効果が見える事業へ

22’当初予算額 23年度予算（案）
724 452千円

※全国センター経由で補助 ※国から直接補助

【その他見直し内容】

○生衛事業者への効果が見える事業へ
重点化

○評価基準に沿った評価の実施

901,408千円 724,452千円
(対前年比80％)

【その他見直し内容】
○事業評価の実施(「審査・評価委員

会(仮称)を厚生労働省に設置」)



平成23年度税制改正⼤綱(12⽉16⽇閣議決定)

生活衛生同業組合等が設置する

共同利用施設の特別償却制度について、特別償却率を６％(現行８％)
に引き下げた上、その適用期限を１年延長します。

なお、本制度のあり方については、検討事項に明記します。

共同利用施設に係る特別償却
制度の適用期限の延長

〔法人税〕

※検討事項
共同利用施設の特別償却制度については、現行制度の適用実績が

極めて低調であることに鑑み、生活衛生同業組合等の活動状況、本制
度の利用状況等の分析 対象設備等に関する検証を踏まえ 制度の抜

公害防止用設備の特別償却制度について、特別償却率を８％(現行１

度の利用状況等の分析、対象設備等に関する検証を踏まえ、制度の抜
本的な見直しに向けた検討を行います。

４％)に引き下げるとともに、対象設備のうち指定物質回収設備を中小企
業者等が新増設をする指定物質の回収の用に供される装置を含むドライ
クリーニング機等に見直した上、その適用期限を１年延長します（所得税に
ついても同様とします ）

クリーニング業における公害防止用
設備に係る特別償却制度の適用
期限の延長

〔法人税〕 ついても同様とします。）。〔法人税〕

観光立国の観点から重要な役割を果たすホテル・旅館の用に供する家
屋に係る固定資産評価については、当該家屋の使用実態等を把握すると
ともに、家屋類型間の減価状況のバランスを考慮するための実態調査を行

ホテル・旅館の建物に係る固定資
産評価の見直し〔固定資産税〕

うなど、できるだけ速やかに検討を行います。

減少する⽣活衛⽣貸付実績と拡⼤する資⾦需要
（生活衛生関係者に対する貸付の規模）

3,000

（億円）

（普）運転 （普）設備 （生衛）運転 （生衛）設備

２，８３４

（生活衛生関係者に対する貸付の規模）

注：平成22年度は4月～7月までの実績である
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｢⽣活衛⽣関係営業の振興に関する検討会｣での対応
「生活衛生関係営業の振興に関する検討会」の組織体系「生活衛生関係営業の振興に関する検討会」の組織体系

生活衛生関係営業の振興に関する検討会

管理理容師・管理美 審査・評価委員会 税制及び融資制度
クリーニング師研修等

事業ワーキンググループ

管理理容師・管理美
容師指定講習事業
ワーキンググループ

審査・評価委員会
検討ワーキンググループ

(仮称) 【新設】

税制及び融資制度
活性化方策検討ワーキング

グループ(仮称) 【新設】

（１）審査・評価委員会検討ワーキンググループ (仮称)

○行政刷新会議の評価結果を踏まえ、「生活衛生関係営業の振興に関する検討会」において「生活衛生関
係補助金の改革案」に係る検討を進め 「審査 評価委員会（仮称） 」での対応を盛り込んだことを受け係補助金の改革案」に係る検討を進め、「審査・評価委員会（仮称） 」での対応を盛り込んだことを受け、
事業評価制度の実施に向けて、 「審査・評価委員会（仮称） 」の在り方や事業評価の方法などを検討す

る。 （平成２３年３月を目途に結論）

○我が国の国民生活を支える生衛業が、税制及び融資等の政策支援制度を活用して経営の健全化が適切
に図れるよう 現状の活用状況を踏まえ 活用支援方策の在り方や有効的な制度の在り方など総合的に検討

（２）税制及び融資制度活性化方策検討ワーキンググループ (仮称)

に図れるよう、現状の活用状況を踏まえ、活用支援方策の在り方や有効的な制度の在り方など総合的に検討
を進める。（平成２３年６～７月を目途に結論）

クリーニング師研修等事業ワーキンググループ 報告書 概要（案）

第６回 生活衛生関係営業の振興に関する検討会

平成２３年１月２０日 資料８

研修等の現
状

・事故防止
・消費者（利用者）利益の保護
・経営の健全化

制度の目的

状

廃止（国による研修義務付けの見直し）

・クリーニング師（都道府県知事免許）が3年に一度受講（４時間）
・受講率が67%（平成4～6年度）から32%（平成19～21年度）に低下

制度の仕組み

廃止（国による研修義務付けの見直し）
○制度自体がうまくいっていない、本研修の意義が不明確、品質向上は業界内で行えばよい
○国が義務付けること自体を見直す、行うにしても中身について精査する

事業仕分け
（平成22年5月）

○毎年のように発生する衛生、環境、技術、法令等の環境変化や消費者のサービスへの期待に適切に対応すべき
○研修義務づけの前提として以下の改革を行う
○毎年のように発生する衛生、環境、技術、法令等の環境変化や消費者のサービスへの期待に適切に対応すべき
○研修義務づけの前提として以下の改革を行う

現行 改革案

資格の性格 衛生関係及び洗濯物の処理
同左。顧客の苦情への適切な対応や経済・環境面の課題へ
の適応が必要

配置基準
各クリーニング所にクリーニング師配置。業務従事者講
習は5名に付き1名以上受講

同左。取次所等にもクリーニング師又は業務従事者講習受
講者を配置する現行の取扱いを厳格に確認

資格者氏名
の明示

なし 明示。顧客や保健所の問い合わせに対応
の明示

定期的な受
講

クリーニング師全員の研修受講義務。
実態は、受講率32%と低迷

各クリーニング所クリーニング師1名の受講確認を徹底。今後2
年間で受講率大幅向上を図る



管理理容師・管理美容師指定講習事業ワーキンググループ 報告書 概要（案）

第６回 生活衛生関係営業の振興に関する検討会

平成２３年１月２０日 資料１０

○理容師免許又は美容師免許を受けた後、３年以上業務に従事し、都道府県知
事が指定した講習会の課程を修了した者に付与

○常時２人以上の理容師、美容師が従事する理容所又は美容所に管理者として
指定講習の
現 状 ○常時２人以上の理容師、美容師が従事する理容所又は美容所に管理者として

配置

現 状

廃止（管理理容師・管理美容師講習の廃止）
○理容師・美容師が２名になる時に講習を受けなければならないという講習制度自体の廃止・見

事業仕分け
○理容師・美容師が２名になる時に講習を受けなければならないという講習制度自体の廃止・見

直し
（平成２２年５月）

○今後、複雑化する衛生課題に国民の安全・安心を図る観点から、事業所の「衛生管理者」とし
ての位置づけを明確にすべく以下の改革を実施

現行 改革案現行 改革案

資格の性格 「他の従業者を管理する者」 事業所の「衛生管理者」

・規模を問わず全事業所に１名
法改正を待たず改革の実質的な実施を図る

配置基準 常時２名以上の事業所に１名
・法改正を待たず改革の実質的な実施を図る
・地方で１人で営業する理容師、美容師等が

受講しやすい経過措置を検討

資格者氏名の明資格者氏名の明
示

なし 明示。顧客や保健所の問い合わせに対応

定期的な受講 なし なし。生涯教育、経営研修は任意

｢地域保健対策検討会｣での対応
○ 保健所は、対人保健サービスのうち、広域的に行うべきサービス、専門的技術を要するサービス及び多種の保健医療職種によ

るチームワークを要するサービス並びに対物保健等を実施する第一線の総合的な保健衛生行政機関である。

また、市町村が行う保健サービスに対し、必要な技術的援助を行う。

《対人保健分野》

（感染症の予防及び感染症の患者
に対する医療に関する法律）

ｴｲｽﾞ個別ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ
（無料匿名検査を含む）事業

（精神保健及び精神障害者福祉に
関する法律）

（母子保健法）
（健康増進法）

《対人保健分野》

＜感染症等対策＞ ＜精神保健対策＞ ＜その他＞＜ｴｲｽﾞ・難病対策＞

健康診断、患者発生の報告等

定期外健康診断、訪問指導、管理検
診 等

ｴｲｽﾞ相談・教育事業等
難病医療相談 等

（障害者基本法）
医療・保健・福祉相談、等

広域的又は専門的な知識及び技
術を要する事業 等

《 物保健分 》
保健所運営協議会
保健所長（医師）

• 専門的・技術的業務の推進
• 健康危機管理

• 地域保健医療計画の作成・推進
• 企画調整

（食品衛生法）
営業の許可、営業

（医療法、歯科技工士法、臨床検査
技師 衛生検査技師等に関する法

《対物保健分野》

＜食品衛生関係＞ ＜医療監視等関係＞

健康危機管理
• 市町村への技術的援助・助言
• 市町村相互間の調整

企画調整
• 調査・研究

営 、営
施設等の監視、指導等

（生活衛生関係営業の運営の適正

技師、衛生検査技師等に関する法
律）

病院等、医療法人、歯科技工所、衛
生検査所等への立入検査等

医師
歯科医師

臨床検査技師
管理栄養士

医療社会事業員
精神保健福祉相談員

＜生活衛生関係＞

（生活衛生関係営業の運営の適正
化及び振興に関する法律

興行場法、公衆浴場法、旅館業
法、理容師法、美容師法、クリーニ

ング業法など）
営業の許可 届出 立入検査等

薬剤師
獣医師
保健師
診療放射線技師

栄養士
歯科衛生士
理学療法士
作業療法士

食品衛生監視員
環境衛生監視員
と畜検査員 等

営業の許可、届出、立入検査等

○ なお、指定市等の設置する保健所については、健康増進法に基づく健康診査、健康教育等や
母子保健法に基づく乳幼児健診等を、これらの業務に加え行っているところもある。



生活衛生関係営業の適正な運営等について

理容業・美容業について

○ 管理理容師・管理美容師指定講習事業ＷＧ
管理理容師・管理美容師指定講習事業の在り方や研修内容等について、１月に報告書（案）の取りまとめ。

○ 理容所・美容所に対する指導監督について
まつ毛エクステンション等理容・美容業務に関する無資格者による業務の取締り、衛生水準確保のための

指導監督の徹底。

○ クリーニング師研修等事業ＷＧ
クリ ニング師研修等事業の在り方や研修内容等について １月に報告書（案）の取りまとめ

クリーニング業について

クリーニング師研修等事業の在り方や研修内容等について、１月に報告書（案）の取りまとめ。
クリーニング師研修及び業務従事者講習の受講促進。

○ 引火性溶剤を用いるドライクリーニング所における火災安全対策

旅館業について

○ 旅館業法における構造設備基準の要件緩和について
規制改革及び特区の要望を踏まえ、旅館業における構造設備基準（面積要件、玄関帳場等）について、

緩和の是非を検討し、５月頃を目途に検討結果をまとめる予定。

○ 日本国内に住所を有しない外国人宿泊者の本人確認の徹底について
国籍及び旅券番号の宿泊者名簿への記載、旅券の写しの保存について、引き続き営業者等に対し周知。

○新成長戦略実現に向けた３段構えの経済対策（平成２２年９月１０日閣議決定）

経済対策（「５．日本を元気にする規制改革１００」部分抜粋））

番号 事項名 規制改革の概要 実施時期

町屋 古民家を活用した宿泊施設に
町屋や古民家を活用した宿泊施設について、玄関帳場の設置義務など旅館業法に定めのある 平成22年度検討・平

別表２　５分野を中心とした需要･雇用創出効果の高い規制･制度改革事項

＜観光振興をはじめとした地域活性化＞

17
町屋・古民家を活用した宿泊施設に
対する旅館業法の規制緩和

町屋や古民家を活用した宿泊施設に て、玄関帳場の設置義務など旅館業法に定めのある
構造設備基準を緩和することについて、平成22年度中に検討を開始し、本年特区で措置した事
例の検証を行い、平成23年度以降早期に結論を得る。

平成 年度検討 平
成23年度以降早期結
論

18
農林漁家における「民宿」と「民泊」の
区分の明確化

有償で不特定多数の他人を宿泊させる場合には民宿開業に伴う旅館業の許可が必要である
が、教育旅行など生活体験等を行い、無償で宿泊させる民泊の場合は、同法律の規定上適用除
外であることを地方自治体に対して周知する。

平成22年度措置

別表3 規制所管省庁において今後検討を進める規制改革事項等

○構造改革特別区域の第１８次提案等に対する政府の対応方針

（平成２２年１０月１４日構造改革特別区域推進本部決定）

別表3　規制所管省庁において今後検討を進める規制改革事項等

番号 事項名 検討の概要 実施時期

933
田舎暮らし小規模民宿開業に係る規
制緩和

旅館業法における客室面積等の規制緩和については、提案を踏まえ、客室の衛生確保、経営の
安定等の観点も含めて検討し、結論を得る。

平成23年度中できる
だけ早期に結論

番号 事項名 検討の概要 実施時期

○総合特区制度を念頭に置いた規制・制度改革

19
旅館業法に係る客室面積要件の適用
除外（田舎暮らし交流体験民宿）

農林漁業者が農林漁業体験民宿業を営む場合については旅館業法上客室面積要件が緩和さ
れているが、地域に根ざした伝統工芸品の製造業者又は集落の活性化や空き部屋利用に取り
組むＮＰＯ法人が小規模な民宿を開業する場合について、客室の衛生確保、経営の安定等の観
点から要件の緩和の是非について検討を行う。

20
町屋・古民家に関する旅館業法の規
制緩和（最低客室数及び玄関帳場の

玄関帳場については既に特区として措置済みであるが、その条件の見直しについて検討するとと
もに その他の構造設備基準について 客室の衛生確保 経営の安定等の観点から要件の緩20 制緩和（最低客室数及び玄関帳場の

設置義務等の緩和）
もに、その他の構造設備基準について、客室の衛生確保、経営の安定等の観点から要件の緩
和の是非について検討を行う。

上記については、「生活衛生関係営業等衛生問題検討会」において検討中。



⽣活衛⽣関係営業の振興指針の改定⽅針(案)
厚生労働大臣が各生活衛生関係営業の振興に必要な事項について定める指針(生衛法第56条の2第1項)振興指針とは 厚生労働大臣が各生活衛生関係営業の振興に必要な事項について定める指針(生衛法第56条の2第1項)振興指針とは

生活衛生同業組合が作成する組合員たる営業者の営業の振興に必要な事業(「振興事業」)に関する計画
で、振興指針に適合するものとして厚生労働大臣が認定(生衛法第56条の3)

振興計画とは

振興計画に基づく振興事業 低利融資( 本政策金融公庫融資枠 億円(平成 年度予算(案)))振興計画に基づく振興事業への低利融資(日本政策金融公庫融資枠1,200億円(平成23年度予算(案)))
・振興事業特定施設整備について基準金利マイナス0.9%(基準金利2.25%(平成23年1月17日現在))
・各営業者が事業計画を作成した場合の融資制度を創設(平成23年度予算(案))

(例)設備資金：基準金利マイナス1.05%

融資の支援

共同利用施設に係る特別償却制度
<活用例> ・クリーニング業における共同購入資材配送車輌

・理容業における共同駐車場(予定)
・美容業における研修施設(予定)

税制の支援

振興計画
認定状況

575組合中515組合(認定率89.6%) ※いずれも平成22年4月1日現在

・理容業、美容業、クリーニング業、旅館業 47組合中47組合(認定率100%)
・浴場業43組合中22組合(認定率51.2%)  ・飲食店営業(一般飲食業)36組合中36組合(認定100%) 認定状況
・食肉販売業44組合中44組合(認定率100%) ・氷雪販売業13組合中4組合(認定率30.1%)

振興指針の改定方針（案） 食肉販売業・氷雪販売業［平成23年2月1日の審議会で審議］、飲食店営業［平成23年度改定予定］

○前期目標の達成状況の評価を明記
○関係営業の経営実態・問題点を明

連続性の強化

○戦略性・メッセージ性の高い方針を
簡潔に記述

戦略性の強化
○実施主体や支援手法を具体的に

記述
○補助金・融資・税制について 組合

役割の明確化

○関係営業の経営実態・問題点を明
記

○衛生・経営課題の総括的・網羅的な
内容を簡明な箇条書きで記載

○補助金・融資・税制について、組合
の役割、組合員の支援措置を明記
し、組合加入を促進

建築物の衛生対策について

建築物衛生法の適切な施行について

○ 特定建築物維持管理権原者の把握

建築物の所有・管理形態が多様化しており、所有者と特定建築物維持管理権原者が異なる事
例が報告された。

① 特定建築物維持管理権原者について解釈を整理した。

② 法施行規則を一部改正し、「特定建築物維持管理権原者」に係る事項を特定建築物の届
出事項に追加した。

○ 建築物における衛生水準の確保について

・ 建築物環境衛生管理基準の適合率の改善。

・ 立入検査等に基づく指導助言を通じた特定建築物維持管理権原者への指導。

○ シックハウスの相談等の体制の充実化及び普及啓発の促進。

シックハウス対策について



建築物における衛生的環境の確保に関する法律概要

目的（第１条）

「この法律は、多数の者が使用し、又は利用する建築物の維持管理に関し、環境衛生上必要な事項等を定
めることにより、その建築物における環境の確保を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に資することを目的

建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則の
改正について

（平成22年4月22日公布、10月1日施行）

都道府県
保健所設置市

検
査

めることにより、その建築物における環境の確保を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に資することを目的
とする。」

特定建築物の所有者または全部の管理の権原者（所有者等）は特定建築物について都道府
県知事等への届出が義務づけられている。

＜届出事項＞

【改正前】特定建築物についての届出事項

所

【特定建築物所有者等】
（所有者又は全部の管理の権原者）

・特定建築物の届出
・建築物環境衛生管理技術者の選任
維持管理に関する帳簿書類の管理

【特定建築物維持管理権原者】
（当該特定建築物の維持管理について権原
を有する者）

・建築物環境管理基準に従い維持管理

届
出

査
等

(1) 特定建築物の名称
(2) 特定建築物の所在場所
(3) 特定建築物の用途
(4) 特定用途に供される部分の延べ面積
(5) 特定建築物の構造設備の概要
(6) 特定建築物の所有者等の氏名及び住所

（法人の場合：名称、事務所所在地及び代表者氏名）
特

維
持所

有
者
等

選
任 意

見

・維持管理に関する帳簿書類の管理 ・建築物環境衛生管理技術者の意見尊重
・改善命令等に従う

※特定建築物所有者等と維持管理権原者
が同一の場合と異なる場合がある。

(7) 建築物環境衛生管理技術者の氏名等
(8) 特定建築物の使用開始日

特
定
建
築
物

持
管
理
権
原
者

＜都道府県知事の登録対象業種＞

＊延べ登録営業所数
か所（ 年度末）

ビルメンテナンス業者

見

41,757か所（2１年度末）

特定建築物

● 不動産の証券化等により建築物の所有及び管理の形態が多
様化し、「所有者等」と「特定建築物維持管理権原者」が異なる
事例が報告された。

● 「特定建築物維持管理権原者」に係る届出事項がない。

●都道府県知事等において、届出や改善指導等の際に混乱する

建
築
物

生
管
理

5
号

建
築
物
飲

貯
水
槽
清

7
号

建
築
物
ね

昆
虫
等
防

8
号

建
築
物
環

生
総
合
管

6
号

建
築
物
排

清
掃

18,561か所（21年度末）

監
督

（3000m2以上）
興行場、百貨店、集会場、図書館、
博物館、美術館、遊技場、店舗、事
務所、旅館 等

（8000m2以上）

一層の衛生水準の向上を図るためには、特定建築物維持管理権原者を把握する必要がある。

状況が見受けられた。
物
環
境
衛

理
技
術
者

飲
料
水

清
掃
業

ね
ず
み

防
除
業

環
境
衛

管
理
業

排
水
管

掃
業

【建築物環境衛生管理基準】

・ 空気環境の調整
・ 飲料水の管理
・ 雑用水の管理

3
号

建
築
物

和
用
ダ掃

4
号

建
築
物

水
質

維持管理

※

所
有
者

建
築
物
維

者
が
自
ら

行
う
場

小学校、中学校 等

2
号

建
築
物

境
測

1
号

建
築
物

・届出事項に、特定建築物維持管理権原者の氏名及び住所（法人の場合は、名称、事務所所在
地及び代表者氏名）を追加した。

省令改正

・ 雑用水の管理
・ 排水の管理
・ 清掃
・ ねずみ、昆虫等の防除

物
空
気
調

ダ
ク
ト
清

掃
業

物
飲
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水

質
検
査
業

者
等
又
は
特
定

維
持
管
理
権
原

ら
維
持
管
理
を

合
が
あ
る
。

物
空
気
環

測
定
業

物
清
掃
業

・届出の添付書類に、特定建築物維持管理権原者を証する書類を追加した。

・（経過措置）
既に届出されている特定建築物については、改正省令施行日（平成22年10月1日）から
1年以内に追加した事項について届出ることとした。



全国健康関係主管課長会議全国健康関係主管課長会議

健康局 水道課

１－（１）平成23年度水道関係予算(案)について

平成２３年度水道施設整備費予算(案)平成２３年度水道施設整備費予算(案)

平成２２年度
予 算 額

平成２３年度
予 算 案

対 前 年 度
増 △ 減 額

百万円単位（単位未満四捨五入）

予 算 額 予 算 案 増 △ 減 額

水道施設整備費 ７３,６６０ ４１,６４４ △３２,０１６

簡 易 水 道 ２１,１８８ １６,８９８ △ ４,２９１

上 水 道 ５２,４３５ ２４,７０７ △２７,７２８

補 助 率 差 額 ０ ６ ６

事 業 調 査 費 ３７ ３３ △ ３

※ 厚生労働省、内閣府（沖縄）、国土交通省（北海道、離島・奄美、水資源機構）計上分の総計
※ 上水道の補助金のうち都道府県相当分については 内閣府計上の「地域自主戦略交付金(仮称)」※ 上水道の補助金のうち都道府県相当分については、内閣府計上の「地域自主戦略交付金(仮称)」

により対応



地域自主戦略交付金（仮称） 5,120億円

課題解決型の施策群課題解決型の施策群 地
地
域
ご

今
世 長期的な政策目標

水道ビジョンフォローアップ調査

１）水道の運営基盤の強化１）水道の運営基盤の強化１）水道の運営基盤の強化１）水道の運営基盤の強化

２）安心・快適な給水の確保２）安心・快適な給水の確保２）安心・快適な給水の確保２）安心・快適な給水の確保

３）３）災害対策等の充実３）３）災害対策等の充実

国際国際

すべての国民が安心しすべての国民が安心し
ておいしく飲める水道ておいしく飲める水道
水の供給水の供給

いつでもどこでも安定的いつでもどこでも安定的
に生活用水を確保に生活用水を確保

持続持続

安定安定安心安心

地
域
水
道

ご
と
・事
業
者
ご
と

水
道
ビ

世
紀
半
ば
我
が
国
水

長期的な政策目標

現

４）環境・エネルギー対策の強４）環境・エネルギー対策の強
化化

４）環境・エネルギー対策の強４）環境・エネルギー対策の強
化化

５）国際協力等を通じた水道分５）国際協力等を通じた水道分
野の国際貢献野の国際貢献

５）国際協力等を通じた水道分５）国際協力等を通じた水道分
野の国際貢献野の国際貢献

国際国際
持続持続

地域特性にあっ地域特性にあっ
た経営基盤の強た経営基盤の強
化化

水道文化・技術水道文化・技術
の継承と発展の継承と発展

需要者ニーズを踏需要者ニーズを踏
まえた給水サービまえた給水サービ
スの充実スの充実

我が国の経験の海外移転による我が国の経験の海外移転による
国際貢献国際貢献

環境環境
環境保全への環境保全への
貢献貢献

国際国際

道
ビ
ジ
ョ
ン

と
の
具
体
目
標
の
提

ジ
ョ
ン

水
道
の
あ
る
べ
き
姿現

状
調
査
・分

H37年頃以降は、更新需要が投資額を上回る

水道施設の老朽化

1 8 0 5 0

ン提
示

姿

耐震適合率はまだ低く、地域によるばらつきがある

水道施設の耐震化
水道事業は全国の電力の約０．８％を消費

温室効果ガス排出削減

分
析
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調査分析を踏まえ、必要な対策・

新・水道ビジョンの策定新・水道ビジョンの策定
（平成２４年度全面改訂予定）

アセットマネジメントの導入による経済最適化を目指した持続可能な事業運営による目標達成
反

施策を水道ビジョンに反映

各地域・水道事業体における各地域・水道事業体における

地域水道ビジョンの見直し地域水道ビジョンの見直し

アセットマネジメントの導入による経済最適化を目指した持続可能な事業運営による目標達成
経済最適化を目指した老朽施設更新対策
経済最適化を目指した耐震化促進策
省エネルギー化促進策

反
映 老朽化

対策
耐震化
向上

省エネ
推進



地域主権（地方分権）への対応

地方分権改革推進計画
（平成21年12月15日閣議決定）

地方公共団体による事業認可に係る提出書

対応方針（案）

地方公共団体による事業認
可に係る申請事務の簡素化

地方公共団体による事業認可に係る提出書
類の削減

軽微な変更の範囲を以下の要件について拡
大

厚生労働大臣の認可を要し
ない軽微な変更の範囲の大
幅な拡大

大

 人口増加

 給水量増加

地域主権戦略大綱
（平成22年６月22日閣議決定）

 取水地点変更

水道の布設工事監督者の配置基準、資格基
準及び水道技術管理者の資格基準を条例委

義務付け・枠付けの見直しと
条例制定権の拡大の具体的
措置

準及び水道技術管理者の資格基準を条例委
任

専用水道及び簡易専用水道に係る権限を移
譲（すべ 市 移譲）

措置

権限移譲

計画等の策定及びその手続
見直

譲（すべての市へ移譲）

地域水道原水水質保全事業に係る都道府県
計画において、定めるべき規定の一部廃止及

157

の見直し び公表の努力義務化

近年の災害による水道の被害状況

１－（３）水道における災害・危機管理について

地 震 名 発 生 日
最大
震度

地震の規模
(Ｍ)

断水戸数
最大

断水日数

近年の災害 よる水道の被害状況
ここ数年、毎年のように地震や洪水による広範囲の断水等の被害が生じている。

地 震 名 発
震度 (Ｍ)

断水戸数
断水日数

新潟県中越地震 平成16年10月23日 7 6.8 約 130,000戸
約1ヶ月

（道路復旧等に時間を要
した地域を除く）

能登半島地震 平成19年 3月25日 6強 6.9（暫定値） 約 13,000戸 13日

新潟県中越沖地震 平成19年 7月16日 6強 6.8（暫定値） 約 59,000戸 20日

18日岩手・宮城内陸地震 平成20年 6月14日 6強 7.2（暫定値） 約 5,500戸 18日
（全戸避難地区を除く）

岩手県沿岸北部を
震源とする地震

平成20年 7月24日 6弱 6.8（暫定値） 約 1,400戸 12日
震 震

駿河湾を震源とする
地震

平成21年8月11日 6弱 6.5（暫定値） 約75,000戸※ 3日

※駿河湾で断水戸数が多いのは緊急遮断弁の作動によるものが多数あったことによる。※駿河湾で断水戸数 多 のは緊急遮断弁の作動 よるもの 多数あ た よる。

時期・地域名 断水戸数
最大

断水日数

平成21年7月中国・九州北部豪雨 約87,000戸 11日平成21年7月中国 九州北部豪雨 約87,000戸 11日

平成22年梅雨期豪雨（山口県、秋田県、広島県等） 16,726戸 6日

平成22年10月奄美地方等豪雨 3,500戸 10日



水道基幹管路の耐震化の状況

水道管路は高度成長期に多くの布設がなされているが、これらは耐震性が低く、震災時の安定給水に課題が
ある。全国の耐震適合性のある管路の割合は30 3％（給水人口５万人以上で約35％）にとどまり、耐震化の推

100%

都道府県別の基幹管路の耐震適合率

ある。全国の耐震適合性のある管路の割合は30.3％（給水人口５万人以上で約35％）にとどまり、耐震化の推
進が必要な状況である。
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耐震化計画の策定状況
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水道施設（浄水施設・配水池）
0% 20% 40% 60% 80% 100%

基幹管路

給水人口
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862111

100

8715万人未満

5万人以上20万人未満

給水
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52

100

27
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5万人以上20万人未満

20万人以上50万人未満
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3
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11

4
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50万人以上100万人未満

100万人以上 12
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3

1,139

11

256

4

1,175

100万人以上

⽔道事業全体

36 5025 61⽔道⽤⽔供給事業

計画策定済事業者の割合（数値は事業者数）

事業規模が小さいほど、耐震化計画の策定が進んでいない状況



①財政支援

耐震化の計画的実施
①財政支援

国庫補助による建設事業費の負担軽減

追 げ耐震化に関する国庫補助対象の追加と補助率の引上げ（平成2年度以来随時）
平成22年度耐震化関連当初予算額118億円、補助率1/3～1/2
平成22年度補正予算において耐震化事業費を計上 ほか

②技術支援

計画的な耐震化実施のための手引き書類の整備

「水道の耐震化計画等策定指針」（H20.3）

「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管
理）に関する手引き」(H21.7)
「水道施設耐震工法指針・解説2009」（日本水道

協会） ほか

③その他③その他

水道関係団体と連携して「水道施設・管路耐震性
改善運動」を展開、キャンペーン等による啓発活改善運動」を展開、キャン ン等による啓発活
動の実施

第２期啓発用ポスター（平成22年度～）

事業評価の適正な実施について事業評価の適正な実施について

水道施設整備事業の事前評価及び再評価水道施設整備事業の事前評価及び再評価

「水道施設整備事業の評価の実施について」（平成１６年７月１２日）に基づ
き、本体着工前の適切な時期の評価及び原則５年ごとの評価を実施

「水道施設整備事業 評価実施要領 （平成１６年７月１２ ）「水道施設整備事業の評価実施要領」（平成１６年７月１２日）
「水道施設整備費国庫補助事業評価実施細目」
「水道事業の費用対効果分析マニュアル」 に基づき評価を実施

・事業評価の事例・知見の蓄積

・総務省点検での勧告

・実施要領 実施細目 マニュアルを 部改訂予定

総務省点検での勧告

・事業仕分け

・実施要領、実施細目、マニュアルを一部改訂予定
・「水道施設整備事業の評価実施要領等解説と運用」を策定予定



水道の国際展開への取組（水ビジネスの推進）

新成長戦略（ 成 年 月 閣議決定）（抜粋）

「アジア経済戦略」 環境技術において日本が強みを持つインフラ整備をパッケージでアジア地域に展開･浸透させるととも
に、アジア諸国の経済成長に伴う地球環境への負荷を軽減し、日本の技術･経験をアジアの持続可能な成長のエンジンと
して活用する。具体的には、新幹線･都市交通、水、エネルギーなどのインフラ整備支援や、環境共生型都市の開発支援に

新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定）（抜粋）

して活用する。具体的には、新幹線 都市交通、水、エネルギ などのインフラ整備支援や、環境共生型都市の開発支援に
官民あげて取り組む。

⇒パッケージ型インフラ海外展開関係大臣会合・・・原子力、鉄道とともに、水が重点分野として取り上げられる。

厚生労働省の取組 政府レベル労

日本企業の海外市場への売り込み ～20年度から実施。対象国は中国、ベトナム、カンボジア

■相手国政府と共同で、相手国の水道事業者を対象に水道セミナーを開催し、日本の水道技術や企業をＰＲ

■現地ニーズに対応した日本型水道システムのモデル作り （省エネ型の送配水管理や漏水対策など）

政府レ ル

■ 国内でも、官民連携を進めるため、水道事業の民間委託を促進～「官民連携協議会」の開催 等

■ 厚生労働省と地方自治体との連絡会議（5月28日、11月11日開催）
札幌市、埼玉県、さいたま市、東京都、川崎市、横浜市、名古屋市、大阪市、神戸市、広島県、北九州市の１１事業体が参加

国内体制

札幌市、埼玉県、さいたま市、東京都、川崎市、横浜市、名古屋市、大阪市、神戸市、広島県、北九州市の１１事業体が参加

業界・関係団体業界・関係団体
個々の事業体・

プロジェクトレベル

自治体や企業が自律的にビジネス展開するための枠組みづくりを進める(23年度の取組)

自治体や企業が自律的にビジネス展開するための枠組みづくりを進める

民間企業 地方自治体

官民連携型の案件発掘調査（公募）海外展開拠点ネットワークの整備

業界 関係団体
レベル

プ ジ クトレ ル

日本の企業・水道事業体とアジア各国の

水道
事業体アジアの

水道協会

施設の設計・建設
高度な水処理技術

水道事業運営
ノウハウ

日本の企業・水道事業体とアジア各国の
水道協会・水道研修施設のネットワーク化
企業等が海外市場展開するための拠点と

して、市場調査、技術紹介、研修に活用
アジアの
研修機関 水道関連企業

水道協会

地域水道ビジ ン策定状況の推移

２－（１）地域水道ビジョンについて

地域水道ビジョン策定状況の推移

地域水道ビジョン策定状況の推移地域水道ビジョン策定状況の推移
（上水道事業及び水道用水供給事業における合計プラン数）

※厚生労働省において内容を確認できた年月による



地域水道ビジョンの策定状況

○規模別地域水道ビジョン策定状況(H22年1２月２８日現在)
事業数割合（上水道・全体） 事業数割合（用水供給・全体）事業数割合（上水道 全体） 事業数割合（用水供給 全体）

※「策定済」とは厚生労働省において内容を確認できたもの

○地域水道ビジョン策定状況の見通し(H21年度運営状況調査)

地域水道ビジョンの策定状況
○地域水道ビジョン策定状況の見通し(H21年度運営状況調査)

H22.1２.２８現在
確認済み

７４０事業



水道広域化の推進

２－（２）水道事業の運営基盤の強化について

水道広域化の推進
手引き書等

 広域的水道整備計画及び水道整備基本構想について （平成20年7月）

都道府県版水道ビジョンの策定を推奨

水道広域 検 き 水道広域化検討の手引き （平成20年8月）

水道広域化の具体的な検討方法、検討事例、導入手順、フォローアップ等

 水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き （平成21年7月） 水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き （平成21年7月）

各事業者によるアセットマネジメントの実践

 事業統合検討のための手引き書（検討中）統 検

事業統合の効果の第三者への説明手法等について

 事業統合を行う場合の老朽管更新事業、重要給水施設配水管、石綿セメント管更新
事業の補助基準緩和（平成21年度～）

国庫補助制度

167

事業の補助基準緩和（平成21年度 ）

 水道広域化促進事業費の創設（平成22年度）

水道の官民連携の推進

２－（２）水道事業の運営基盤の強化について

水道の官民連携の推進

民間活用を含む水道事業 連携形態 係る比較検討 手引き（ 成 年 月）

手引き書等

 民間活用を含む水道事業の連携形態に係る比較検討の手引き（平成20年6月）

 水道事業におけるPFI導入検討の手引き （平成19年11月）

 第三者委託実施の手引きの手引き（平成19年11月）
内容の充実を図るよう見直中

 第三者委託実施の手引きの手引き（平成19年11月）

国庫補助制度
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水道分野における官民連携推進協議会の状況



水道法３９条に基づく立入検査結果の概要

２－（３）水道事業者等への指導監督について

水道法３９条に基づく立入検査結果の概要
（平成２１年度）

検査対象は厚生労働大臣認可の水道事業者・水道用水供給事業者。
数字は検査において法令不適合事項が認められ 文書指摘による改善指導を行 た割合

健康診断

数字は検査において法令不適合事項が認められ、文書指摘による改善指導を行った割合。
平成21年度は51事業者へ検査を実施し、14事業者へ対し合計29件の文書指摘を行った。

水質検査に関

すること, 6.9%

健康診断, 
6.9% 水道技術管理者

の責務に関する

こと

⽔道技術管理
者, 34.5%認可・届出

･クリプト対策不十分

・健康診断一部未実施

・水質検査回数不適切

無認可による取

水地点の変更

,認可・届出, 

13.8%

資格要件を満

クリプトスポリ

ジウム等対策, 

24 1%

資格要件を満

たしていない

者による監督

24.1%
布設⼯事監督
者, 13.8%

水質検査の信頼性確保に関する取組について

水道事業者等にとって 安全かつ清浄な水の供給を確保することが最も基本的な責務水道事業者等にとって、安全かつ清浄な水の供給を確保することが最も基本的な責務
であり、状況に即応した水質の管理が不可欠

検査義務  「水道事業者等は、定期及び臨時の水質検査を行わなければならない。」
 「水道事業者等は、自らが必要な検査施設を設けるか、地方公共団体の機関又は

厚生労働大臣の登録を受けたもの（登録検査機関）に委託すること」

登録検査機関制度

 昭和52年水道法改正で水質検査委託制度導入（当時は地方公共団体の機関又
は指定検査機関（公益法人に限定））は指定検査機関（公益法人に限定））

 平成10年から、指定検査機関に営利法人参入が可能に。
 水質検査機関の登録制度は、平成15年の水道法改正より導入。
 平成21年度末で、登録検査機関数：218機関、年々増加。
 一方で 水質検査の信頼性を低下させる不正行為も発覚 一方で、水質検査の信頼性を低下させる不正行為も発覚。

前回部会（平成22年2月2日）において、水質検査料金の行き過ぎた価格競争や登録検査
機関の水質検査の信頼性に関して議論に機関 質検 頼 関 議論

ブ「水質検査の信頼性を確保に関する取組検討会」を5月から開催し、パブリックコメント
を経て11月に報告をとりまとめ



水道事業体の水質検査の委託に関する課題

登録検査機関に委託する水道事業体を対象に 精度管理や検査内容の確

水道事業体の水質検査の委託に関する課題

登録検査機関に委託する水道事業体を対象に、精度管理や検査内容の確

認状況、契約形態、緊急時の水質検査、委託料金等について調査結果から以

下の課題が判明。

○ 登録検査機関の主な選定理由として、価格面や立地面を重視。水道GLP等を

取得した信頼性が高い登録検査機関を選定する水道事業体は少ない。

○ 登録検査機関以外の施設保守管理会社や水質分析機関等に委託する事例

等契約形態が適切ではない。等契約形態が適切ではない。

○ 水質検査の結果の確認について、水質分析の成績書の提出だけを求め水質

検査の内容自体を把握していない。

○ 登録検査機関の選定や委託後において精度管理の状況を把握していない○ 登録検査機関の選定や委託後において精度管理の状況を把握していない。

○ 水質検査の委託契約の中で、緊急時の水質検査の取り決めがない。

○ 委託費用について、水質検査の実施に必要なコストを見込むことが困難な程

の低廉な価格で業務を委託している。

水質検査の信頼性確保に向けた関係者が取り組むべき姿勢

基本的なスタンス基本的なスタンス

 水道事業者等は、水質検査を自ら実施する場合も、委託する場合も、水質検査の結果に責任。
 水道事業者等は、原水の水質汚染や水道施設の事故等が発生した場合にも水質検査を含めた水質管理

体制の確保が不可欠。
 水道事業者等が登録検査機関に委託する増加する状況にあることを踏まえ 水質検査の信頼性を確保す

関係者が取り組むべき姿勢関係者が取り組むべき姿勢

 水道事業者等が登録検査機関に委託する増加する状況にあることを踏まえ、水質検査の信頼性を確保す
るための関係者が一体となって取組が必要。

 登録検査機関に対する登録・更新時の適切な審査や指導及び監督
 水道事業体に対する指導及び監督 水質管理上の支援や助言

国

 水道事業体に対する指導及び監督、水質管理上の支援や助言

適切な指導・監督適切な指導・監督適切な指導・監督適切な指導・監督
技術的な支援技術的な支援

 登録検査機関の水質検査の適切な業務委
託と検査結果の確認

水道事業者

 水質検査体制の整備、適切な検査の実施

登録水質検査機関適切な委託適切な委託

結結正しい結果正しい結果

水道関係団体や都道府県による中小水道事業体 の技術的な支援

関係者

水道関係団体や都道府県による中小水道事業体への技術的な支援
水質検査の共同化、管理体制の一体化等水道事業体間の取組



今後の国の取組について

検討会報告を受けて 水質検査の信頼性を確保するため 水道法施行規則の改正

規則改 等 る適切な委託 確保 書 契約 適切な委託料 迅速な検

検討会報告を受けて、水質検査の信頼性を確保するため、水道法施行規則の改正
や通知等により、以下の具体的措置を講じる。

水道事
業者等

 規則改正等による適切な委託の確保（書面契約、適切な委託料、迅速な検
査、検査内容確認、臨時検査の実施等）
 通知による適切な業務発注の確保（適切な特記仕様書や費用積算、精度

管理状況の把握 低入札価格調査等の活用 落札業者の積算確認）
業者等
の委託

管理状況の把握、低入札価格調査等の活用、落札業者の積算確認）
 日本水道協会等と連携した入札条件例、特記仕様書例、チェックリスト、標

準歩掛りの作成・配布及び研修事業の実施

登録検
査機関

 規則改正等による水質検査の適正化（検査法告示や標準作業書による検
査実施、再委託禁止、試料採取や運搬方法の明示）
 検査法告示に定めるべき要素の技術的な検討（試験開始迄の時間、検量

査機関
の水質
検査

線濃度範囲・点数、空試験実施、標準試料の差し込み分析等）
 規則改正等による登録申請時や更新時の審査の充実（検査区域、業務規

程の検査料金・受託上限、保存書類（検査結果の根拠書類、検査工程毎の
時刻等）の追加、受託実績）

国が実
施する調

 登録検査機関への日常業務確認調査の技術的な検討（調査方法、調査対
象機関及び調査結果の評価）

施する調
査

機
 外部精度管理調査の見直しの技術的な検討（是正措置の不十分な機関を

明確にする階層化評価）

今後の水質基準等見直しについて

厚生労働科学研究や食品安全委員会答申、ＷＨＯの動向など、

新たな科学的知見に基づき 検討しているところ新たな科学的知見に基づき、検討しているところ

H22.12 厚生科学審議会生活環境水道部会で審議
（水質基準項目）
トリクロロエチレン

（0.03mg/l）

食安委評価や水道水寄与率（７０％）から、現行評価値を
0.01ｍｇ/lに強化。薬品基準、資機材・給水装置の材質（浸出
性） も 基準を強化

（水質基準項目）

性）についても、基準を強化。

（水質管理目標設定項目）

トルエン(0.2mg/l) 食品安全委評価結果から、現行評価値を0.4mg/lに変更。

農薬類 食品安全委答申を踏まえた目標値の変更 （ペンシクロン、メタラキシ
ル ブタミホス プレチラクロール）ル、ブタミホス、プレチラクロール）

（要検討項目）

過塩素酸 JECFAに示された暫定最大1日耐用摂取量を用いて、評価
値を25μg/Lに設定。
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指導調査室

指導調査室

公衆衛生関係行政事務指導監査について

平成２３年度においては、各制度ごとに次の事項を重点事項として実施する
こととしている。

○ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律関係
・ 被爆者健康手帳の審査・交付状況
・ 健康診断の実施状況・ 健康診断の実施状況
・ 原爆症認定申請の事務処理状況
・ 各種手当の認定、支給事務処理状況

○ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律関係（結核に係る
施行事務に限る）

・ 健康診断の実施状況
・ 医師及び病院管理者が行う届出状況・ 医師及び病院管理者が行う届出状況
・ 家庭訪問等指導の実施状況
・ 就業制限の実施状況
・ 入院勧告の実施状況
・ 結核医療費の公費負担事務処理状況



○ 特定疾患治療研究事業関係
・ 特定疾患対策協議会の運営状況

特定疾患医療受給者証及び特定疾患登録者証の審査 交付状況・ 特定疾患医療受給者証及び特定疾患登録者証の審査、交付状況
・ 公費負担事務処理状況
・ 連名簿及び診療報酬明細書の写し等を活用した事業評価への取組状況
・ 難病患者認定適正化事業の実施状況

また、平成２２年度の指導監査においても、過去に是正改善を図るよう指摘
した事項について、不十分な事例が散見されるので、改めて指摘の趣旨をご
理解いただき、改善に向けて一層のご尽力をお願いしたい。

※ 「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」に係る事務指導監査についても、

本指導監査と併せて実施する予定。

保健衛生施設等施設・設備整備費補助金

目 的 ： 地域住民の健康増進及び疾病の予防 治療を行い もって公衆衛生の向上に寄与する目 的 ： 地域住民の健康増進及び疾病の予防、治療を行い、もって公衆衛生の向上に寄与する
ため、都道府県等が設置する感染症指定医療機関、エイズ治療拠点病院、難病医療拠点・
協力病院及び精神科病院等の整備促進を図る。

（１）保健衛生施設等施設整備費補助金 ７８３百万円 （ １，２２９百万円）

・原爆医療施設 ・結核患者収容モデル病室 ・老人性認知症疾患治療病棟
・原爆被爆者保健福祉施設 ・感染症指定医療機関 ・精神保健福祉センター
・放射線影響研究所施設 ・感染症外来協力医療機関 ・精神科デイ・ケア施設
・農村検診センター ・多剤耐性結核専門医療機関 ・ｴｲｽﾞ治療個室等の施設
・HIV検査・相談室 ・医薬分業推進支援センター ・精神科救急医療センター
・難病相談・支援センター ・食肉衛生検査所 ・結核研究所
・精神科病院 ・新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ患者入院医療機関

※下線は新規メニュー

・原爆医療施設 ・眼球あっせん機関 ・老人性認知症疾患治療病棟
原爆被爆者保健福祉施設 結核研究所 精神保健福祉センタ

（２）保健衛生施設等設備備費補助金 １，７００百万円 （ ４，５９８百万円）

・原爆被爆者保健福祉施設 ・結核研究所 ・精神保健福祉センター
・原爆被爆者健康管理施設 ・感染症指定医療機関 ・医薬分業推進支援センター
・精神科デイ・ケア施設 ・地方中核がん診療施設等 ・食肉衛生検査所
・精神科救急車 ・ｴｲｽﾞ治療個室等の施設 ・HIV検査・相談室
・と畜場 ・難病医療拠点・協力病院 ・市場衛生検査所
・精神科救急情報センター ・さい帯血バンク ・精神科病院精神科救急情報センタ さい帯血 ンク 精神科病院

・マンモグラフィ検診実施機関 ・組織バンク ・新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ患者入院医療機関
・感染症外来協力医療機関

※下線は新規メニュー

※ 平成23年度整備計画については 内示後に事業の延期・中止等の事態を生じさせることがないよう※ 平成23年度整備計画については、内示後に事業の延期・中止等の事態を生じさせることがないよう、
管内の市町村等に対しても適切な指導をお願いする。
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原子爆弾被爆者援護対策室

原子爆弾被爆者に対する援護として、被爆者が受けた放射能による健康被害という、他の戦争犠牲者には見

原子爆弾被爆者に対する援護の仕組み

原子爆弾被爆者 対する援護として、被爆者が受けた放射能 よる健康被害と う、他 戦争犠牲者 は見

られない「特別の犠牲」に着目し、国の責任において、医療の給付、各種手当の支給等、総合的な保健・医療・

福祉施策を講じている。

以下のいずれかに該当する者であって「被爆者健康手帳」の交付を受けた者 【手帳保持者 約２２．８万人】

（平成21年度末）

① 原爆投下の際「被爆地域」（広島市・長崎市の区域・隣接地域）に在った者
② 入市被爆者（原爆投下後２週間以内に爆心地付近（約２ｋｍ）に入市した者）

被爆者の範囲

→ 認定を受けた者には医療特別手当（月額136 890円）を支給 【支給対象者 約６ ４００人】原爆症の認定

② 入市被爆者（原爆投下後２週間以内に爆心地付近（約２ｋｍ）に入市した者）
③ 救護被爆者（放射能の影響を受けるような事情の下にあった者）など

 認定を受けた者には医療特別手当（月額136,890円）を支給 【支給対象者 約６，４００人】
（平成21年度末）

被爆者の疾病について①原爆放射線に起因し、②現に医療を要する状態にあるかを認定

： 原子爆弾被爆者医療分科会にて専門的な観点から客観的に審査し、厚生労働大臣が認定

「厚生労働大臣は 原爆症認定を行うに当たっては 政令で定める審議会(*)の意見を聴かなければならない 」（被爆者援護法第１１条第２項）

原爆症の認定

【 １，４７８億円 （平成23年度予算（案）） 】

「厚生労働大臣は、原爆症認定を行うに当たっては、政令で定める審議会(*)の意見を聴かなければならない。」（被爆者援護法第１１条第２項）

＊ 政令で定める審議会 ＝ 疾病・障害認定審査会 （原子爆弾被爆者医療分科会）

援 護 措 置

１ 医療の給付（医療費の無料化） 【 423億円】
２ 各種手当の支給 【 944億円】

健康管理手当 （月額： 33,670円） 【支給対象者 約１９．６万人（平成21年度末） 】 （被爆者の８６％が受給）
医療特別手当 （月額 136 890円） 【支給対象者 約６ ４００人 （前出）】 など医療特別手当 （月額：136,890円） 【支給対象者 約６，４００人 （前出）】 など

３ 健康診断の実施（年２回）
４ 福祉事業の実施（居宅生活支援、原爆養護ホーム事業など）



原爆関係の援護施策の概要

（平成２３年度予算（案）：約１，４７８億円）

原爆投下当時の広島市・長崎市の区域及びそれに隣接する政令で定める区域内にいた者等

被爆地域

被爆者

広島市長・長崎市長・都道府県知事が認定して「被爆者健康手帳」を交付

全 員 全 員 全 員 全 員 全 員 一定の要件を
満たした者

健康診断

・医療保険の自己負担分を国費で補填

（ごく例外を除き、すべての疾病）

医 療

・２０１，０００円（H2２.4現在）

・原爆の影響による死亡でないこと

が明らかな場合は不支給

・日常生活や健康に関する
相談

・自己負担なし

相 談

・年２回（一般）

・希望者には更に年２回

（うち１回はがん検診）

・自己負担なし

葬祭料の支給

・特別養護老人ホームの入所や

デイサービスの利用時などの

１割負担分を公費で補填

福祉ｻｰﾋﾞｽ

・介護保険の医療系サービスの１割負担分
も国費で補填

（約2８億円） （約37０億円） （約1４億円） （約1億円） （約１９億円）

【代表例】

○ 健康管理手当・原爆放射線が原因で疾病にかかっている者
厚生労働大臣が国の「審査会 の意見を聴いた上で

申請が認められた者

○ 原爆養護ホームへの入所を希望する者
・身体上又は精神上の障害のため、日常生活に支障があ

各手当の支給要件該当の認定を受けた者原爆症の認定を受けた者

・一定の疾病にかかっている者
・広島市長・長崎市長・都道府県知事がそれぞれの

「審査会」の意見を聴いたうえで認定
・原爆の影響によるものでないことが明らかな場合

は不支給

福祉サ ビスの提供

・厚生労働大臣が国の「審査会」の意見を聴いた上で
認定

身体上又は精神上の障害のため、日常生活に支障があ
る者等

○ 家庭奉仕員の派遣を希望する者
・６４歳以下の低所得者
・介護保険法による認定を受けている者を除く

支給症 治療 支給

（約２１２億円） （約７３８億円） （約28億円）

福祉サービスの提供

○ 原爆養護ホームへの入所（一般2カ所、特養５カ所）
・食費・ホテルコスト以外は自己負担なし
・ディサービス・ショートステイも実施

○ 家庭奉仕員の派遣
・自己負担なし

・・全額国費による医療の給付

・・医療特別手当 月額１３７，４３０円（H2２.4現在）
○ この他に、保健手当、特別手当、原子爆弾小頭症

手当、介護手当、家族介護手当がある

手当の支給
○ 健康管理手当

・月額３３，８００円（H2２.4現在）

原爆症の治療＋手当の支給（約２
４億円）（約１８８億円）

原爆症の認定件数

・平成20年4月以降、22年12月までで、合計6,916件を認定

3000

認定件数 平成20年度は平成
19年度実績の約23 2969

2814

2500

3000 倍を認定 2814

1500

2000
平成21年度は平成
19年度実績の約22
倍を認定

※都道府県市にお願いしたい事項
・申請書類進達に当たっての資料の確認

医学的書類など必要資料の添付、書類記載事項の
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原爆症認定制度の在り方に関する検討会について

原爆症認定制度については 平成２１年１２月に成立した「原爆症認定集団訴訟の原告に係る問題の

目的

原爆症認定制度については、平成２１年１２月に成立した「原爆症認定集団訴訟の原告に係る問題の
解決のための基金に対する補助に関する法律」の附則において、原爆症認定制度の在り方に ついて検討す

る旨が規定され、平成２２年８月に、内閣総理大臣から原爆症認定制度の見直しの検討を進めることが表明
されたところである。

これを踏まえ、原爆症認定制度の在り方について検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ず

ることとするため、厚生労働大臣の主催により、学識経験者及び関係団体等の有識者からなる「原爆症認定
制度の在り方に関する検討会」を開催する。

※平成２２年１２月９日に第１回を開催。

構成員

・井 史男 弁護士 ・田中 煕巳 日本原水爆被害者団体協議会事務局長
・石 弘光 放送大学学長 ・智多 正信 長崎市副市長

構成員

・草間 朋子 大分県立看護科学大学学長 ・坪井 直 日本原水爆被害者団体協議会代表委員
・潮谷 義子 長崎国際大学学長 ・長瀧 重信 （財）放射線影響研究所元理事長
・神野 直彦 東京大学名誉教授 ・三宅 吉彦 広島市副市長
・高橋 滋 一橋大学大学院法学研究科教授 ・森 亘（座長） 東京大学名誉教授
・高橋 進 株式会社日本総合研究所副理事長 ・山崎 泰彦 神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部教授

在外被爆者の方々からの原爆症認定申請について

○ 在外被爆者の方々からの原爆症認定申請については、平成２０年６月に成立した
改正被爆者援護法（海外からの被爆者健康手帳申請を可能とした）の附則において、
「政府は この法律の施行の状況等を踏まえ 在外被爆者に係る原爆症認定申請の「政府は、この法律の施行の状況等を踏まえ、在外被爆者に係る原爆症認定申請の
在り方について検討を行う旨規定されている。

○ 検討の結果、被爆者援護法施行令を改正し、在外被爆者の原爆症認定申請につ
いて、日本国外からの申請を可能とした。

○申請に係るスキーム

申 請 者申 請 者

在外公館

最後の居住地等の都道府県知事、広島市長、長崎市長

厚生労働省

○施行日 平成２２年４月１日（平成２２年３月１７日公布）


